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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 13,426,275 12,934,912 12,528,297 11,953,437 12,160,425

経常利益（千円） 48,149 23,578 19,357 151,095 84,062

当期純損益（千円） △51,425 7,738 △1,012,159 31,081 44,600

純資産額（千円） 616,184 651,629 △358,808 665,017 688,734

総資産額（千円） 9,299,530 9,024,397 7,789,714 7,979,723 7,774,991

１株当たり純資産額（円） 142.03 150.20 △82.71 △75.03 △56.80

１株当たり当期純損益（円） △12.42 1.78 △233.30 0.69 0.13

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － 0.09

自己資本比率（％） 6.6 7.2 △4.6 8.3 8.9

自己資本利益率（％） － 1.2 － 4.7 6.5

株価収益率（倍） － 84.3 － 217.4 653.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
145,470 148,797 76,564 △50,329 62,450

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△3,974 △12,513 29,465 △19,145 △28,954

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△219,048 △61,030 △27,241 181,462 △206,904

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
102,720 177,973 256,761 368,748 195,341

従業員数

[外、平均臨時従業員数](人)

401

[108]

389

[91]

327

[86]

331

[86]

333

[76]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第30期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率については、

「当期純損益」が損失のため記載しておりません。また、第31期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、新株予約権に係るプレミアムが生じていないため、記載しておりません。また、第33期の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

３．第32期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。

４．第33期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 12,798,655 12,362,713 12,091,399 11,809,374 12,020,761

経常利益（千円） 37,630 18,940 32,735 71,944 40,582

当期純損益（千円） △583,719 12,650 △1,000,835 △20,610 5,819

資本金（千円） 770,039 770,039 770,039 1,270,039 1,270,039

発行済株式総数（株） 4,338,901 4,338,901 4,338,901 5,144,474 5,622,523

純資産額（千円） 619,268 659,371 △339,742 632,392 617,328

総資産額（千円） 9,158,173 8,919,544 7,740,482 5,742,537 5,534,285

１株当たり純資産額（円） 142.74 151.99 △78.31 △82.28 △71.12

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純損益（円） △141.01 2.92 △230.69 △11.13 △7.80

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 6.8 7.4 △4.4 11.0 11.2

自己資本利益率（％） － 2.0 － － 0.9

株価収益率（倍） － 51.3 － － －

配当性向（％） － － － － －

従業員数

[外、平均臨時従業員数](人)

342

[90]

332

[77]

276

[72]

322

[82]

324

[73]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第30期、第32期、及び第33期期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率につ

いては、「当期純損益」が損失のため記載しておりません。また、第31期の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株予約権に係るプレミアムが生じていないため、記載しておりません。また、第34期の潜

在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、１株当たり当期純損失のため記載しており

ません。

３．第32期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。
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２【沿革】

年月 事項

昭和50年４月 自動車用品の販売（小売業）を目的に、資本金10,000千円をもって株式会社オートサロンモンテカ

ルロを広島県広島市皆実町二丁目６番15号に設立する。

昭和51年12月 自動車用品の販売（卸売業）を目的に、資本金5,250千円をもって当社100％出資子会社株式会社

オートスターを大阪市大淀区に設立する。

昭和53年11月 株式会社オートサロンモンテカルロから株式会社モンテカルロに商号変更を行う。

昭和54年１月 当社の小売店舗３店舗（河原店、祇園店、東雲店）を当社100％出資の子会社株式会社オートス

ターへ譲渡する。

昭和55年３月 当社の小売店舗７店舗（呉店、手城店、八幡店、尾道店、小倉店、笠岡店、岩国店）を当社100％出資

の子会社株式会社オートスターへ譲渡し、卸売専業とする。

卸売専業の当社100％出資の子会社株式会社オートスターは、当社より小売店舗10店舗を譲受け、

小売専業とする。

昭和55年４月 当社は、小売主体の株式会社モンテカルロから鈴鹿産業株式会社に商号変更を行う。

当社100％出資子会社株式会社オートスターは、株式会社モンテカルロに商号変更を行う。

昭和55年４月 自動車用品の販売（卸売業）を目的に営業部（広島営業所）を開設する。

昭和62年10月 自動車用品の卸売と小売の一体化による事業規模の拡大と経営の効率化を図るため、当社の100％

出資子会社である株式会社モンテカルロ（小売店舗18店舗）を吸収合併する。

平成元年２月 アルミホイール等の自動車用品の製造・販売を目的に、資本金30,000千円をもって当社100％出資

子会社株式会社ディスモンドを広島市佐伯区に設立する。

平成２年３月 岡山県岡山市に岡山地区第一号店として青江店（小売店舗）を開設する。

平成５年５月 ボランタリー形態による共同仕入やオリジナル商品の開発等を目的に、全国の自動車用品小売加

盟店14社が株式会社ナップチェーンを資本金14,000千円をもって名古屋市名東区に設立、当社は

1,000千円の出資を行う。

平成８年６月 フランチャイズ営業部を設置し、佐賀県佐賀市に当社初のフランチャイズ店舗、モンテカルロ太陽

警察通り店、モンテカルロ太陽医大通り店、モンテカルロ太陽本庄店を開設する。

平成８年10月 鈴鹿産業株式会社から株式会社モンテカルロに商号変更を行い、広島市西区商工センター四丁目

８番１号へ本社を移転する。

平成９年10月 広島市中区に中四国地方最大級の直営店として吉島店（小売店舗）を開設する。

平成９年11月 日本証券業協会に株式を店頭売買有価証券として登録し、資本金694,999千円となる。

平成11年１月 株式会社カーライフ南国よりフランチャイズ店舗３店舗（宝塚店、西宮店、江口橋店（平成11年２

月））を譲受け、直営店舗として開設する。

平成11年５月 株式会社野田（静岡県浜松市）の全株式を買い取り、子会社化（店舗数８店舗）する。

平成12年４月 京都府久世郡にある株式会社モーリスより小売店舗２店舗（伏見店、吉祥院店）を譲受け、直営店

舗として開設する。

平成12年10月 静岡県浜松市にある株式会社野田可美店（小売店舗）二階フロアに藏之助（中古自動車用品販売

業）第一号店として藏之助浜松店を開設する。

平成12年12月 広島県三次市にある三次店（小売店舗）の駐車場内にエコモ（自動車燃料事業）第一号店として

エコモ三次を開設する。

平成13年２月 広告代理業を目的に、資本金10,000千円をもって当社100％出資子会社株式会社エイテックを広島

市西区に設立する。

平成13年３月 広島市佐伯区にある五日市店（小売店舗）のピットスぺースにカーコンビニ倶楽部（軽板金・軽

塗装業）第一号店としてカーコンビニ倶楽部モンテカルロ五日市店を開設する。

平成13年９月 広島市中区にある吉島店（小売店舗）のピットスペースに光速王（車検・整備業）第一号店とし

て光速王・吉島、同店舗内にザ・ベンハー（自動車販売業）第一号店としてザ・ベンハー吉島店

を開設する。

平成14年２月 福井県福井市に藏之助フランチャイズ店舗福井店（中古自動車用品販売業）を開設する。

平成15年６月 第三者割当増資による新株式を発行し,資本金770,039千円となる。

年月 事項

平成18年５月 株式会社ナップチェーン（名古屋市中村区）の全株式を買い取り、子会社化する。

平成18年７月 第三者割当増資による優先株式10億円を発行し、資本金1,270,039千円となる。

平成18年８月 広島市西区にある子会社の株式会社ディスモンドに資産管理機能を集約するため資産の一部を吸

収分割する。

平成18年８月 静岡県磐田市にある子会社の株式会社野田を吸収合併する。
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年月 事項

平成19年６月 広島市中区にある吉島店の店舗内にＦシステム（自動車販売事業）第一号店としてＦシステム吉

島店を開設する。

平成20年１月 広島市中区にある吉島店の店舗内にソフトバンクサイト（携帯電話販売事業）第一号店としてソ

フトバンクサイト吉島店を開設する。

EDINET提出書類

株式会社モンテカルロ(E03298)

有価証券報告書

 5/92



３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、株式会社モンテカルロ（当社）、子会社３社及び関連会社１社で構成

されており、自動車用品の小売事業、卸売事業、フランチャイズ事業、中古自動車用品販売事業、軽板金・軽塗装事業、

車検・整備事業、自動車販売事業、携帯電話販売事業、保険代理業、貴金属買取事業、不動産管理業を行っております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは、次のとおりであります。

　なお、次の事業内容は、当社グループは自動車用品の販売を主事業としておりますが、この自動車用品の販売事業の

売上高、営業損益及び資産の金額が全セグメントの売上高、営業損益及び資産の金額のいずれも90％超となっている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

事業内容 当社及び子会社の事業における位置づけ

自動車用品の小売事業 当社が営んでおります。

自動車用品の卸売事業 当社及び子会社の株式会社ナップチェーンが営んでおります。

フランチャイズ事業 当社が営んでおります。

中古自動車用品販売事業 当社が営んでおります。

軽板金・軽塗装事業 当社が営んでおります。

車検・整備事業 当社が営んでおります。

自動車販売事業 当社が営んでおります。

携帯電話販売事業 当社が営んでおります。

保険代理事業 当社が営んでおります。

貴金属買取事業 子会社の株式会社エイテックが営んでおります。

不動産管理業 子会社の株式会社ディスモンドが営んでおります。
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　当社グループの主要な事業系統図は、次のとおりであります。

（注）なお、関連会社１社（野田汽車百貨股?有限公司）については、当社及び子会社との人事、資金、取引等の関係が希

薄であるため記載を省略しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

事業内容
議決権の所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社ナップ

チェーン（注）１

広島市西区 14,000 卸売事業等 100
当社に商品を納入している。

役員の兼任あり。

株式会社ディスモン

ド
広島市西区 95,000 不動産管理業等 100

当社に設備資産等を賃貸している。

役員の兼任あり。

株式会社エイテック 広島市西区 10,000 貴金属買取事業 100
当社に商品を供給している。

役員の兼任あり。

　（注）１．特定子会社に該当しております。

２．有価証券届出書または有価証券報告書を提出している子会社及び関連会社はありません。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

自動車用品の小売事業 237 [65］

自動車用品の卸売事業 28 ［ 1］

中古自動車用品販売業 20 ［ 4］

軽板金・軽塗装業 3 ［ 1］

車検・整備業 11 ［ 2］

その他事業 10 ［－］

管理部門等 24 ［ 3］

合計 333
 

［76］

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に１年間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載し

ております。

 ２．その他事業とは、フランチャイズ事業、保険代理事業、自動車販売事業、携帯電話販売事業の４事業でありま

す。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 324［73］ 34.7 8.2 3,557,174

　（注）１．従業員数には、当社からの出向者９名は含んでおりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は１年間の平均人員（１日８時間換算）を［　］外数で記載して

おります。

 ３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の回復による設備投資の増加や雇用情勢の改善などにより緩や

かな回復基調を辿りましたが、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱の影響を受けて、年度

後半からは円高、株安、原油高及び原材料全般にわたる価格上昇など先行き不透明感が強まっており、景気は「踊り

場」にあるものと思われます。

　当業界におきましては、国内新車総販売台数（軽自動車含む）が26年ぶりの低水準になるなど国内市場の低迷が

続くなかで、各種カーエレクトロニクス機器の純正装着化やディーラー各社によるカーナビゲーションの廉価販売

などの影響を受け、価格競争は厳しさを増しております。

　このような状況のなかで、当社グループは、小売事業のモンテカルロ、卸売事業のスズカブレーン、中古自動車用品

販売事業の藏之助、軽板金・軽塗装業のモンテカルロ板金塗装、車検・整備事業の光速王を軸に、①顧客満足度の向

上、②業務プロセスの改善、③人材の育成と変革能力の強化を目標に掲げ、積極経営に大きく舵をきりました。

①顧客満足度の向上

　メンテナンスの技術料や商品ご購入に関する各種特典があるモンテカルロクラブ会員の獲得を推進するととも

に、特典の見直しを行い、バースデイDMやメールマガジンを活用することで、会員の来店頻度の向上を図りまし

た。

　また、新たなお客様にご来店いただくために平成19年7月「ウェルカムカード」を創設し、平成19年9月末までに

営業エリア内の法人の従業員を対象に30万枚配布しました。

　アフターサービスの充実、フランチャイジーへのサポートの充実、中古自動車用品販売・車検・修理等関連事業

の強化を図ってまいりました。さらに、平成19年６月には下取り保証付きの新車販売店「Ｆシステム吉島店」、平

成19年９月には「Ｆシステム刈谷店」を開店しました。これにより、お客様のカーライフの入り口から、当社グ

ループをご利用いただける体制を整えました。平成19年10月には当社３店舗目となる車検・整備事業の光速王刈

谷店を開店し、カーメンテナンス拠点の充実を図りました。

　平成19年４月、インターネット販売事業拠点を、全国への配送に利点のある小牧店に移設統合し、体制強化を図

りました。携帯電話販売事業はカーナビゲーション等との関連性が高く、売場の活性化、サービス強化にもつなが

ることから、平成20年１月ソフトバンクサイト吉島店、２月ソフトバンクサイト三河安城店、３月ソフトバンクサ

イト可美店を開店しました。

②業務プロセスの改善

平成17年５月より実施している「経営改革プロジェクト」を継続して推進。ショートインターバルによる予実

管理をすべての事業部門で徹底し、未達成要因の分析、対策立案、成果検証を継続的に行いました。また、内部統

制体制の構築・定着化にむけ、プロジェクトチームによる準備を進めました。

③人材の育成と変革能力の強化

　平成19年４月、職位と役割を明確化したコース別人事制度を導入し、店長の待遇を改善するとともに、長く安心

して働ける体系に改善しました。また、店長のマネジメント力の向上や、カーメンテナンス関連の能動的な営業活

動を通じての人材育成を図りました。

　当連結会計年度前半までは、ＥＴＣの需要一巡による販売不振やカーナビゲーションの利益率の低下及び卸売事

業の低迷から、前年実績を大きく割りました。

　当連結会計年度後半からは、地域特性毎にタイヤ販売戦略を見直すとともに、オイル、バッテリー等の販売を強化

するなどカーメンテナンス関連の営業活動を更に徹底した結果、寒波到来による追い風も受けて、業績は好転しま

した。

　事業部門別の売上高は、小売事業85億14百万円と前年同期に比べ３億35百万円増収、卸売事業25億94百万円と前年

同期に比べ１億65百万円減収、フランチャイズ事業６億46百万円と前年同期に比べ71百万円減収、その他の事業４

億４百万円と前年同期に比べ１億８百万円増収となりました。

　収益面につきましては、競争激化や売上商品構成・販売チャネルの変化などから、低下傾向にあります。

　この結果、当連結会計年度における売上高は121億60百万円（前年同期は119億53百万円）、営業利益は１億63百万

円（前年同期は１億93百万円）、経常利益は84百万円（前年同期は１億51百万円）、当期純利益は44百万円（前年

同期は31百万円）となりました。
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　当連結会計年度における出退店状況につきましては、平成19年６月モンテカルロ総社店を閉鎖しました。平成19年

６月に自動車販売事業のＦシステム吉島店、９月にＦシステム刈谷店をオープンしました。平成19年10月に光速王

刈谷店をオープンしました。平成19年６月に板金塗装磐田店、平成20年２月に板金塗装岡崎店、板金塗装可部店、３

月に板金塗装三次店を閉鎖しました。平成20年１月に携帯電話販売事業のソフトバンクサイト吉島店、２月にソフ

トバンクサイト三河安城店、３月にソフトバンクサイト可美店をオープンしました。その結果、期間中の総店舗数

は、小売事業のモンテカルロ28店舗（前年比１店舗減）、中古自動車用品販売事業の藏之助７店舗（４店舗は併

設）、軽板金・軽塗装事業のモンテカルロ板金塗装１店舗（併設、前年比４店舗減）、車検・整備事業の光速王３店

舗（３店舗とも併設、前年比１店舗増）、自動車販売事業のＦシステム２店舗（２店舗とも併設、前年比２店舗

増）、携帯電話販売事業のソフトバンクサイト３店舗（３店舗とも併設、前年比３店舗増）となっており、当連結会

計年度末における小売事業から携帯電話販売事業までの６事業における店舗数は31店舗（９店舗は併設）となっ

ております。

　今後の経済見通しといたしましては、景気が踊り場にあるものと思われることから、当面は方向感の乏しい不安定

な展開になるものと予想されます。また、当業界におきましては、前述の通り、引き続き厳しい経営環境が続くもの

と予想されます。

　このような状況のなかで、当社グループは、平成20年3月に公表した経営改善計画を着実に実行してまいる所存で

あります。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ１

億73百万円減少し、当連結会計年度末には１億95百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は62百万円（前年同期は50百万円の使用）となりました。これは主に、たな卸資の

減少による収入が144百万円（前年同期は322百万円の使用）となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は28百万円（前年同期は19百万円の使用）となりました。これは主に有形固定資産

の取得による支出が80百万円（前年同期は52百万円の使用）となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は２億６百万円（前年同期は１億81百万円の獲得）となりました。これは主に、借

入金の返済による支出が２億６百万円（前年同期は８億14百万円の使用）となったことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

①　生産実績

事業内容
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

自動車用品の小売事業（千円） 5,970 341.9

自動車用品の卸売事業（千円） 11,417 256.3

合計（千円） 17,388 280.4

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

②　商品仕入実績

事業内容
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

自動車用品の小売事業（千円） 5,046,414 91.6

自動車用品の卸売事業（千円） 2,286,855 92.2

フランチャイズ事業（千円） 603,859 88.0

その他の事業（千円） 250,863 133.7

合計（千円） 8,187,992 92.4

　（注）１．「その他の事業」は主として自動車販売業であります。

　２．「自動車用品の小売事業」の仕入高の中には、その他の事業のうち中古自動車用品販売業の仕入高を含めて

おります。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当社グループは、主に需要予測を考慮した見込生産方式を取っているため、受注状況については特記すべき事項は

ありません。
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(3）販売実績

事業内容
当連結会計年度

前年同期比
（％）

売上高（千円） 構成比（％）

(自動車用品の小売事業)    

タイヤ・ホイール 1,888,323 15.5  

オーディオ・ビジュアル 2,751,133 22.7  

部品・用品等 2,251,591 18.5  

その他 1,623,456 13.4  

小計 8,514,504 70.1 104.1

(自動車用品の卸売事業)    

タイヤ・ホイール 261,370 2.1  

カースポーツ用品 1,247,584 10.3  

その他 1,085,877 8.9  

小計 2,594,833 21.3 94.0

(フランチャイズ事業)    

タイヤ・ホイール 203,098 1.7  

オーディオ・ビジュアル 231,208 1.9  

その他 211,970 1.7  

小計 646,276 5.3 90.0

(その他の事業)    

軽板金・軽塗装業等 404,810 3.3 136.5

合計 12,160,425 100.0 101.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．「自動車用品の小売事業」の売上高の中には、その他の事業のうち中古自動車用品販売業の売上高を含めて

おります。

３．「その他の事業」の「軽板金・軽塗装業等」の中には、株式会社エイテックの通信販売業及び貴金属買取事

業の売上高、株式会社ディスモンドの不動産管理業の売上高及び株式会社モンテカルロの軽板金・軽塗装事

業、車検・整備事業、自動車販売事業、自動車燃料販売事業、携帯電話販売事業等の売上高が含まれておりま

す。

４．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。
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３【対処すべき課題】

　今後の経済見通しといたしましては、景気が踊り場にあるものと思われることから、当面は方向感の乏しい不安定な

展開になるものと予想されます。

　当業界におきましては、前述の通り、引き続き厳しい経営環境が続くものと予想されます。

　平成19年12月当社株式の時価総額（月間平均時価総額及び月末時価総額）が５億円未満となり、ジャスダック証券

取引所の株券上場廃止基準第２条第１項第３号に抵触しました。これを受けて、平成20年３月17日当社は以下の内容

の経営改善計画を公表しました。

①不採算部門の撤退、縮小

　新車販売時の純正装着化が進むアルミホイールの自社開発から撤退したほか、赤字基調にある板金塗装部門（平

成20年２月モンテカルロ板金塗装岡崎店、板金塗装可部店及び平成20年３月板金塗装三次店を閉店）、卸売部門

（平成20年３月３か所あった営業所をすべて廃止、人員も配置転換）を縮小しました。また、平成20年２月にはガソ

リンスタンド経営（ＳＳ三次店を閉店）から撤退しました。

②徹底したコスト削減

　従来、モンテカルロ店舗におきましては、冬季の繁忙時期に備えた体制となりがちでした。繁閑に応じた定員設定

を行うとともに、アルバイト・パート人員数の管理を徹底することにより、販売員給与総額を５％削減します。

また、販売管理費（物件費）のうち、販売促進費、広告宣伝費、旅費交通費、通信費、水道光熱費、消耗品費及び管理諸

費を統制可能経費として、予算管理を徹底し、５％削減します。

 ③収益改善施策の実行

　部分認証工場を取得している４店舗（掛川店、磐田店、三方原店及び浜北店）及び取得可能な４店舗（安古市店、

三原店、青江店及び豊橋飯村店）において、順次「持ち込み車検」サービスを開始します。また、新規ＦＣ加盟店の

獲得推進、携帯電話販売事業の展開、平成19年９月に開始した貴金属の買取代行事業（ダイヤバンク事業）の通年

稼動等、収益改善施策を実施してまいります。

　市況や天候に左右されにくい経営基盤を構築するため、現行の収益構造を徹底検証し、基幹事業である小売事業に経

営資源を集中、改善が困難な部門は撤退を断行するなど、業績を抜本的に改善する事業計画で、即時、実行に移してお

ります。

　なお、当社株式は、平成20年４月の上場時価総額が５億円以上となり、ジャスダック証券取引所の株券上場廃止基準

には該当しないこととなっております。

　当社グループは、上記経営改善計画を着実に実行・実現してまいる所存でございます。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがありま

す。

　なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

１　経営成績の季節的変動について

　当社グループの主要な取引品目は、自動車用品でありますが、特に冬用タイヤ、チェーン等につきましては、販売

シーズンが12月から１月に集中しているところから売上高が第３四半期に偏る傾向があります。

　なお、直近２期における売上高の四半期毎の実績は以下のとおりです。

当社単体売上高 （単位：千円,％）

 売　　　　　　　　　上　　　　　　　　　高

 ４月～６月 ７月～９月 10月～12月 １月～３月 通期合計

平成20年３月期 2,609,714 2,791,838 3,562,390 3,056,817 12,020,761

（構成比） 21.7 23.2 29.7 25.4 100.0

平成19年３月期 2,705,768 2,886,262 3,528,818 2,688,524 11,809,374

（構成比） 22.9 24.4 29.9 22.8 100.0

２　借入金への依存度について

　当社グループの直近２期の借入金残高及び負債・純資産合計に占める割合は下記のとおりであります。

　当社グループは今後、借入金比率の削減による財務体質の強化に努める方針でありますが、急速かつ大幅な金利変

動があれば、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　 （単位：千円）

 平成19年３月 平成20年３月

  構成比（％）  構成比（％）

期末借入金残高 5,797,926 72.2 5,591,916 71.9

負債・純資産合計 7,979,723 100.0 7,774,991 100.0

３　減損会計導入の影響について

　当社グループの店舗開発形態として、敷地を取得するケースと賃借で使用するケースがあります。平成17年度より

「固定資産の減損に係る会計基準」が適用され、平成17年度において多額の減損損失を計上しましたが、今後、競合

店の出現等により店舗の収益性が悪化する等、保有する固定資産及びファイナンス・リース資産について減損処理

が必要となった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

４　退職給付債務について

　当社グループの従業員退職給付費用及び退職給付債務は、当社グループの採用する退職給付制度や退職金規程、割

引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前

提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識される

ため、一般的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後、退職給付制度や

退職金規程の改訂や、さらには割引率の低下や運用利回りが悪化した場合は当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

５　人材の確保及び育成について

　当社グループの経営に係る基本方針は「自主性・自発性にあふれ、貢献意欲旺盛な社風」であり、当該方針を実現

できる人材の確保と育成を重要な経営課題として捉えております。

　また、車検整備・軽板金・軽塗装においては高度の知識・技術・経験が要求されるため、それらに対応する人材の

確保及び育成にかかる研修等の継続教育は不可欠であります。

　当社グループとしては、中途及び新規の両面から、人材を採用していく方針であります。

　なお、従業員に対しては、目標管理制度のインセンティブを導入することにより、モラールの向上を図っておりま

す。

　しかしながら、人材の確保及び育成ができない場合には、提供サービスの質が低下し、当社グループの事業活動に

影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において経営上の重要な契約はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループは、ロングセラーの「ロンシャンXR-4」に代表されるロンシャンシリーズ、ヴェルジェシリーズ、リー

ガマスター等、これまで数々のオリジナルアルミホイールを開発・販売し、多くのお客様からご支持をいただいてお

りましたが、普通車の過半が新車販売時にアルミホイールを純正装着していること、また車に思い入れを持つ若者が

減少傾向にあることなどから、事業継続は困難であると判断し、平成20年３月にアルミホイールの自社開発から撤退

することといたしました。

　当連結会計年度の研究開発費は39,658千円であります。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

１　財政状態の分析

（資産の部）

　当連結会計年度においては、財務体質の健全化を積極的に進めてまいりました結果、資産合計は前連結会計年度比

２億４百万円減少の77億74百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度比１億43百万円減少の36億４百万円となりました。現金及び預金が前連結会計年度に

比べ１億73百万円減少したことが主な要因です。

　有形固定資産は、前連結会計年度比21百万円減少の24億64百万円となりました。91百万円の減価償却費を計上した

こと等によるものです。

　投資その他の資産は、前連結会計年度比40百万円減少の16億86百万円となりました。投資有価証券が27百万円減少

したことが主な要因です。

（負債の部）

　負債の部においては、前連結会計年度比２億28百万円減少の70億86百万円となりました。借入金が２億６百万円減

少したことが主な要因です。

（純資産の部）

　当期純利益44百万円の計上等により純資産の部においては、前連結会計年度比23百万円増加の６億88百万円とな

りました。

２　経営成績の分析

（売上高）

　売上高は前連結会計年度に比べ1.7％増収の121億60百万円となりました。小売事業におきましては、地域性毎にタ

イヤ販売戦略を見直すとともに、オイル、バッテリー等の販売を強化するなどカーメンテナンス関連の営業活動を

更に徹底した結果、寒波到来による追い風も受けて、業績は好転しました。これにより前連結会計年度に比べ4.1％増

収の85億14百万円となりました。

　卸売事業におきましては、主力商品のアルミホイールが販売不振により前連結会計年度に比べ6.0％減収の25億94

百万円となりました。

　フランチャイズ事業におきましては、冬季商品の販売不振により、前連結会計年度に比べ10.0％減収の6億46百万円

となりました。

　その他の事業におきましては、下取り保証付きの新車販売店ＦシステムのＦＣとして２店舗をオープン。お客様の

カーライフの入り口からサポートできる体制を構築しました。携帯電話販売店ソフトバンクサイトを３店舗オープ

ンし、売り場の活性化、サービス強化等に積極的に取り組み、前連結会計年度に比べ36.5％増収の４億４百万円なり

ました。

（売上原価、販売費及び一般管理費）

　売上原価は売上高の増加に伴い前連結会計年度80億72百万円から83億20百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ0.3％減少の36億76百万円となりました。経費節減に積極的に取り

組み、前連結会計年度に比べ11百万円減少しております。

（特別損失）

　特別損失は前連結会計年度の１億２百万円に対し80百万円減少し21百万円となりました。これは前連結会計年度

において役員退職慰労金57百万円を計上していること等によるものであります。

（当期純利益）
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　当期純利益は前連結会計年度の31百万円に対し13百万円改善し44百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において、重要な設備の新設、除却については、経常的な設備更新のための新設等を除き、重要な

ものはありません。

２【主要な設備の状況】

　平成20年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業内容
設備の内
容

帳簿価額

従業員
（人）

土地 建物及び
構築物
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

金額(千円) 面積（㎡）

吉島店
(広島市中区)
他広島西地区６店舗

小売事業
等

販売設備 －
(15,106.7)
15,106.7 102,232 29,520 131,752 64

[19]

蔵王店
(広島県福山市)
他広島東地区６店舗

小売事業 販売設備 －
(10,919.3)
10,919.3 50,960 10,238 61,198 44

[9]

青江店
(岡山県岡山市)
他岡山地区３店舗

小売事業 販売設備 －
(6,893.3)
6,893.3 8,733 7,249 15,982 20

[9]

名古屋西店
(名古屋市西区)
他東海地区９店舗

小売事業
等

販売設備 －
(24,602.7)
24,602.7 175,544 24,000 199,544 79

[20]

磐田店
(静岡県磐田市)
他静岡地区５店舗

小売事業
等

販売設備 51,814 (13,211.8)
13,943.8 64,433 6,663 122,911 52

[10]

本社
(広島市西区)

卸売事業
管理部門
等

販売設備
等

－
(3,392.2)
3,392.2 190 14,324 14,515 48

[1]

(2）連結子会社

事業所名
（所在地）

事業内容
設備の内
容

帳簿価額

従業員
（人）

土地 建物及び
構築物
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

金額(千円) 面積（㎡）

㈱ディスモンド
(広島市西区)

不動産管
理等

販売設備 1,424,489 8,628.0 478,054 3,827 1,906,372 －

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は機械装置及び運搬具並びに工具器具備品であります。

２．面積の（　）内は、内書で賃借中のものであります。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

４．主要な賃借及びリース契約による設備として以下のものがあります。

会社名 事業内容 設備の内容 年間賃借及びリース料(千円) 内容

提出会社

小売事業

卸売事業

その他の事業

販売 769,436 賃借

設備 60,200 リース

５．従業員の［　］は、臨時従業員の当連結会計年度末の人員を外数で記載しております。

６．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して計画しております。設備計画は原則

的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、提出会社を中心に調整を図っております。

(1）設備の新設

　重要な設備の新設の計画はありません。

(2）設備の除却等

　経常的な設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

第１回Ａ種優先株式 600,000

第１回Ｂ種優先株式 40,000

計 10,640,000

②【発行済株式】

種類

事業年度末現在発行数
（株）
（平成20年３月31日）

 

提出日現在発行数
（株）

（平成20年６月30日）
（注１）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,992,523 4,992,523 ジャスタック証券取引所 －

第１回Ａ種優先株式 600,000 600,000 － （注２）

第１回Ｂ種優先株式 30,000 30,000 － （注３）

計 5,622,523 5,622,523 － －

（注１）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの優先株式の普通株式

への転換による増減は含まれておりません。

（注２）　第１回Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

（１）優先配当金

①優先配当金の計算

　当社は、剰余金の配当（配当財産の種類を問わない。）を行うときは、当該配当の基準日の最終の株主名簿

に記載又は記録された第１回Ａ種優先株式を有する株主（以下「本優先株主」という。）又は第１回Ａ種優

先株式の登録株式質権者（以下「本優先株質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載又は記

録された当社第１回Ｂ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又は当社第１回Ｂ種優先

株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先株質権者」という。）及び、当社の普通株式（以下「普通株式」と

いう。）を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通株質権

者」という。）に先立ち、第１回Ａ種優先株式１株につき、第１回Ａ種優先株式の払込金額（金1,000円）に対

し、年率７％の優先配当年率に基づき、当該基準日が属する事業年度の初日（同日を含む。ただし、平成18年

４月１日から開始する事業年度においては、払込期日である平成18年７月31日）から当該配当の基準日（同

日を含む。）までの期間につき日割り計算により算出される額（以下「第１回Ａ種優先株式配当金」とい

う。）の配当（以下「第１回Ａ種優先配当」 という。）をする。ただし、すでに当該事業年度に属する日を基

準日とする第１回Ａ種優先配当をしたときは、かかる第１回Ａ種優先配当の累積額を控除した額とする。

②累積条項

　ある事業年度において本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う配当の額が、第１回Ａ種優先株式１

株につき、第１回Ａ種優先株式の払込金額（金1,000円）に対し年率７％の優先配当年率を乗じて得られる額

に達しない場合には、その不足額（「第１回Ａ種優先株式未払配当金」という。）は翌事業年度以降、年７％

の利率で複利計算により累積するものとし、累積した第１回Ａ種優先株式未払配当金（以下「累積第１回Ａ

種優先株式未払配当金」という。）は、第１回Ａ種優先株式配当金及び第１回Ｂ種優先株式配当金並びに普

通株主又は普通株質権者に対する配当に先立って支払われるものとする。

③非参加条項

本優先株主又は本優先株質権者に対しては、第１回Ａ種優先株式配当金を超えて配当は行わない。 
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（２）残余財産の分配

　当社は、残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先株質権者に対して、Ｂ種優先株主、Ｂ種優先株質

権者、普通株主又は普通株質権者に先立ち、第１回Ａ種優先株式１株につき1,000円（ただし、第１回Ａ種優先

株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当社取締役会に

より合理的に調整された額とする。）を支払う。本優先株主又は本優先株質権者に対しては、前記のほか、残

余財産の分配は行わない。 

（３）議決権 

第１回Ａ種優先株式株主は、当社普通株主総会における議決権を有しない。

（４）買受け

　当社は、本優先株主との合意があるときは、日本の法令に従い、いつでも第１回Ａ種優先株式の一部又は全

部を買い受け、これを消却することができる。

（５）株式の併合又は分割新株引受権等 

　当社は、法令に定める場合を除き、第１回Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。当社は、

本優先株主に対しては、本優先株主の地位に基づいて新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債

の引受権を与えない。 

（６）対価を金銭とする取得条項 

　当社は、以下の条件で、第１回Ａ種優先株式を取得することができるものとし、これと引換えに、本優先株主

に、以下に定める金額を支払うものとする。 

①当社が第1回Ａ種優先株式を取得するための条件 

当社が別に定める日が到来すること。 

②取得する株式の決定方法 

　当社は、当社が別に定める日が到来した場合、本件株式の全部又は一部を取得することとする。この場合に

取得する株式の決定は、当社の取締役会決議により行う。 

③第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに当該株主に交付する財産の内容及び額 

　第１回Ａ種優先株式１株につき、金1,000円に１株あたり累積第１回Ａ種優先株式未払配当金（以下に定義

する。）を加えた額とする。「１株あたり累積第１回Ａ種優先株式未払配当金」とは、取得の条件として当社

が別に定める日を支払日として日割り計算（初日及び支払日を含む。）により算出した第１回Ａ種優先株式

累積未払配当金を、当社が取得する本件株式の数で除して得られる金額をいう。 

（７）対価を金銭とする取得請求権

　本優先株主は、当社に対し、以下の条件で、第１回Ａ種優先株式を取得することを請求することができるも

のとし、当社は、本優先株主が取得の請求をした第１回Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、以下に定める

金額を支払うものとする。 

①取得請求をすることができる期間 

　取得請求をすることができる期間は、平成21年４月１日より平成28年３月31日までとする。 

②第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに当該株主に交付する財産の内容及び額

　第１回Ａ種優先株式1株につき、金1,000円に１株あたり累積第１回Ａ種優先株式未払配当金を加えた額とす

る。 

（８）対価を株式とする取得請求権 

　本優先株主は、当社に対し、以下の条件で、第１回Ａ種優先株式を取得することを請求することができるも

のとし、当社は、本優先株主が取得の請求をした第１回Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、以下に定める

ところに従って算出される数の当社の普通株式を、当該本優先株主に対して交付するものとする（当該取得

請求により本優先株主が当社の普通株式を取得することを、以下「転換」という。）。 

①取得請求をすることができる期間 

　取得請求をすることができる期間は、平成21年４月１日より平成28年３月31日までとする。ただし、第１回

Ｂ種優先株式のすべてが当社に取得されるまでは、本優先株主が取得請求をすることができる第１回Ａ種優

先株式の数は、累計で300,000株を上限とする。 
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②取得請求の条件 

イ．転換価額 

　当社が第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに本優先株主に交付する普通株式の数を算出す

るための基準となる価額（以下、「転換価額」という。）は、①平成18年７月31日に先立つ45取引日目に

始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株

式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値または②平成18年7月31日に先立つ6取引日目に始まる５

取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎日

の終値（気配表示を含む。）の平均値（ただし、当該平均値が平成18年６月９日の株式会社ジャスダッ

ク証券取引所における当社の普通株式の終値の150％に相当する価額を上回った場合は、当該終値の

150％に相当する価額）のいずれか高い価額（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。）とする。 

ロ．転換価額の修正 

転換価額の修正は行わない。 

ハ．転換価額の調整 

ａ．当社は、第１回Ａ種優先株式の発行後、下記ｂに掲げる各事由により当社の普通株式に変更を生じる

場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）によ

り転換価額を調整する。

 調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
既発行普通株式数 ＋ 

新規発行・処分普通

株式数 
× 
１株当たり払込・処分

金額 

 １株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数 

ｂ．転換価額調整式により第１回Ａ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによる。

ｉ　下記ｅに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の

有する普通株式を処分する場合（ただし、当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証

券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の転換又は行使による場合を除く。）

　　調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための株主割当日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

ii　株式分割により普通株式を発行する場合

　　調整後の転換価額は、株式分割のために増加する普通株式数をもって新規発行・処分普通株式数

とした上で転換価額式を準用して調整を行うものとし、株式分割に係る基準日の翌日以降これを適

用する。 

iii　下記ｅに定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証

券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合調

整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用す

る。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

ｃ．当社は、上記ｂの転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、必要な転換価額

の調整を行う。

ｉ　株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、又は合併のために転換価額の調整を必要とするとき。

 

ii　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要

とするとき。 

iii  転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

ｄ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

ｅ．転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎

日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。 

ｆ．この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 
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ｇ．転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がな

い場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の応当日（応当日がない場合には、その直前日）

における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社の普通株式数を控除した数

とする。 

ｈ．転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満にとどまるときは、

転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転換価

額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差

引いた額を使用するものとする。 

（９）転換により発行すべき普通株式数 

第１回Ａ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

転換により発行すべ

き普通株式数
＝ 

第１回Ａ種優先株式株主が転換請求のために提出した

第１回Ａ種優先株式の発行価額総額 

転換価額 

転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

（10）対価を当社普通株式とする取得条項 

　当社は、平成28年３月31日（以下「強制転換日」という。）以降いつでも、対価を普通株式として、（８）に

定める取得請求をすることができる期間中に取得請求がされなかった第１回Ａ種優先株式のすべてを取得

することができる（当該取得条項により本優先株主が当社の普通株式を取得することを、以下「強制転換」

という。）。この場合、当社が第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに本優先株主に対して交付する

普通株式の数は、1,000円を①転換価額または②強制転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のな

い日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（ただし、当該平均値が転換価額の30％に相当する価額を下回った場合は、転換価額の30％に

相当する価額）のいずれか低い価額（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「強

制転換価額」という。）で除して得られる数とする。前記の普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てる。 

（11）読替え等の措置 

　当社が、１単元の株式の数の定めを廃止する場合及び会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替

えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講じる。

（注３）　第１回Ｂ種優先株式の内容は、次のとおりであります。 

（１）優先配当金 

①優先配当金の計算 

　当社は、剰余金の配当（配当財源の種類を問わない。）を行うときは、当該配当の基準日の最終の株主名簿

に記載又は記録された第１回Ｂ種優先株式を有する株主（以下「本優先株主」という。）又は第１回Ｂ種優

先株式の登録株式質権者（以下「本優先株質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載又は記

録された当社第１回Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又は当社第１回Ａ種優先

株式の登録株式質権者（以下「優先Ａ株質権者」という。）に対する配当の後に、同日の最終の株主名簿に

記載又は記録された当社の普通株式（以下「普通株式」という。）を有する株主（以下「普通株主」とい

う。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通株質権者」という。）に先立ち、第１回Ｂ種優先株式１株

につき、第１回Ｂ種優先株式の払込金額（金10,000円）に対し、下記の配当年率（以下「第１回Ｂ種優先株式

配当年率」という。）に基づき、当該基準日が属する事業年度の初日（同日を含む。ただし、平成18年４月１

日から開始する事業年度においては、払込期日である平成18年７月31日）から当該配当の基準日（同日を含

む。）までの期間につき日割り計算により算出される額（以下「第１回Ｂ種優先株式配当金」という。）の

配当（以下「第１回Ｂ種優先配当」という。）をする。ただし、すでに当該事業年度に属する日を基準日とす

る第１回Ｂ種優先配当をしたときは、かかる第１回Ｂ種優先配当の累積額を控除した額とする。第１回Ｂ種

優先株式配当年率は、平成18年７月31日（払込期日）以降、次回の年率修正日（以下に定義する。）の前日ま

での各事業年度について、下記算式により計算される年率とする。 

第１回Ｂ種優先株式配当年率＝ユーロ円LIBOR（１年物）＋1.00％ 
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　第１回Ｂ種優先株式配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。「年率修

正日」は、平成19年４月１日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日を年率修正日

とする。「ユーロ円LIBOR（１年物）」は、平成19年３月31日までは平成18年７月31日において、平成19年４

月１日以降は各年率修正日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）において、ロンドン時間午前11時にスク

リーン・ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物

（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められ

るものを指す。

②累積条項 

　ある事業年度において本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う配当の額が第１回Ｂ種優先株式配当

金に達しない場合には、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③非参加条項

　本優先株主又は本優先株質権者に対しては、第１回Ｂ種優先株式配当金を超えて配当は行わない。 

（２）残余財産の分配 

　当社は、残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先株質権者に対して、Ａ種優先株主又は優先Ａ株

質権者に対する分配の後に、普通株主又は普通株質権者と同列で、第１回Ｂ種優先株式１株につき10,000円

（ただし、第１回Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した

場合には、当社取締役会により合理的に調整された額とする。）を支払う。本優先株主又は本優先株質権者に

対して前記のほか、残余財産の分配は行わない。 

（３）議決権 

　本優先株主は、当社普通株主総会における議決権を有しない。 

（４）株式の併合又は分割、新株引受権等 

　当社は、法令に定める場合を除き、第１回Ｂ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第１回Ｂ種優先株式株主に対しては、第１回Ｂ種優先株式株主の地位に基づいて新株引受権又は新株予約権

もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

（５）対価を金銭とする請求権 

　本優先株主は、平成23年４月１日以降、第１回Ａ種優先株式がすべて当社により取得されていることを条件

として、前事業年度における分配可能額の２分の１に相当する金額の範囲内において、当社に対し、いつで

も、第１回Ｂ種優先株式の全部又は一部を、１株につき、金10,000円に１株あたり未払経過配当金（以下に定

義する。）を加算した額を対価として、取得するよう請求することができる。「１株あたり未払経過配当金」

とは、取得請求の日の前日における第１回Ｂ種優先株式の発行済総数に10,000円を乗じて得られた額に、第１

回Ｂ種優先株式配当年率を乗じて算出した額（取得請求の日の属する事業年度の４月１日を始期とし、取得

請求の日を終期として、日割り計算で算出するものとする。）を、発行会社が取得する第１回Ｂ種優先株式の

数で除して得られる金額をいう。 

（６）買受け 

　当社は、本優先株主との合意があるときは、日本の法令に従い、いつでも第１回Ｂ種優先株式の全部又は一

部を買受け、これを消却することができる。 

（７）対価を株式とする取得請求権 

　本優先株主は、当社に対し、以下の条件で、第１回Ｂ種優先株式を取得することを請求することができるも

のとし、当社は、本優先株主が取得の請求をした第１回Ｂ種優先株式を取得するのと引換えに、以下に定める

ところに従って算出される数の当社の普通株式を、当該本優先株主に対して交付するものとする（当該取得

請求により本優先株主が当社の普通株式を取得することを、以下「転換」という。）。 

①取得請求をすることができる期間 

取得請求をすることができる期間は、平成18年7月31日以降とする。 

②取得請求の条件

イ．当初転換価額 

　当社が第１回Ｂ種優先株式１株を取得するのと引換えに本優先株主に交付する普通株式の数を算出す

るための基準となる価額（以下、「転換価額」という。）は、当初、平成18年７月28日における株式会社

ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「当初転換価額」という。）

とする。 
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ロ．転換価額の修正 

　平成18年７月31日以降、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定

日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、売買高加重平均価格の算出されない日は除き、決定日

が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」と

いう。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均

価格の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、本号ハで定める転換価額の

調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、本要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。た

だし、かかる算出の結果、修正後転換価額が当初転換価額の30％に相当する金額（以下「下限転換価

額」という。ただし、本号ハによる調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額

とし、修正後転換価額が当初転換価額の150％に相当する金額（以下「上限転換価額」という。ただし、

本号ハによる調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

ハ．転換価額の調整 

ａ．当社は、第１回Ｂ種優先株式の発行後、下記ｂに掲げる各事由により当社の普通株式に変更を生じる

場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）によ

り転換価額を調整する。 

 調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
既発行普通株式数 ＋ 

新規発行・処分普通

株式数 
× 
１株当たり払込・処分

金額 

 １株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数 

ｂ．転換価額調整式により第１回Ｂ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによる。

i　下記ｅに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の有

する普通株式を処分する場合（ただし、当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券

又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の

転換又は行使による場合を除く。）調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

ii　株式分割により普通株式を発行する場合

　調整後の転換価額は、株式分割のために増加する普通株式数をもって新規発行・処分普通株式数と

した上で転換価額式を準用して調整を行うものとし、株式分割に係る基準日の翌日以降これを適用

する。 

iii　下記ｅに定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証

券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合調

整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用す

る。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

ｃ．当社は、上記ｂの転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、必要な転換価額

の調整を行う。 

i　株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、又は合併のために転換価額の調整を必要とするとき。 

ii　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要

とするとき。 

iii　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

ｄ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

ｅ．転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎

日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。 

ｆ．この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 
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ｇ．転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がな

い場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の応当日（応当日がない場合には、その直前日）

における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社の普通株式数を控除した数

とする。 

ｈ．転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転

換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額

を差引いた額を使用するものとする。 

（８）転換により発行すべき普通株式数

第１回Ｂ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

転換により発行すべ

き普通株式数
＝ 

第１回Ｂ種優先株式株主が転換請求のために提出した

第１回Ｂ種優先株式の発行価額総額 

転換価額 

転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

（９）読替え等の措置 

　当社が、１単元の株式の数の定めを廃止する場合及び会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替

えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講じる。 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年６月５日 

（注）１ 
1,120,000 4,338,901 75,040 770,039 75,040 355,146

平成16年６月29日

（注）２
－ 4,338,901 － 770,039 △140,000 215,146

平成18年７月31日

（注）３
640,000 4,978,901 500,000 1,270,039 500,000 715,146

平成18年８月１日～

平成19年３月31日

（注）４

165,573 5,144,474 － 1,270,039 － 715,146

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

（注）５

478,049 5,622,523 － 1,270,039 － 715,146

　（注）１．第三者割当

発行価格　　　　 134円

資本組入額　　　　67円

２．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

３．第三者割当

発行価格　　第１回Ａ種優先株式　1,000円

発行株式数  600,000株

資本組入額　300,000千円

割当先　有限会社ひろしま事業支援ファンド

発行価格　　第１回Ｂ種優先株式　10,000円

発行株式数   40,000株

資本組入額　200,000千円

割当先　トゥモロウ－ＯＮＥ投資事業有限責任組合

４．第１回Ｂ種優先株式の普通株式への転換により、第１回Ｂ種優先株式が2,500株減少しましたが、普通株式が

168,073株増加しました。これに伴う資本金及び資本準備金の増加はありません。

５．第１回Ｂ種優先株式の普通株式への転換により、第１回Ｂ種優先株式が7,500株減少しましたが、普通株式が

485,549株増加しました。これに伴う資本金及び資本準備金の増加はありません。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 10 8 35 1 2 658 714 －

所有株式数（単元） － 372 19 740 8 27 3,821 4,987 5,523

所有株式数の割合

（％）
－ 7.46 0.38 14.84 0.16 0.54 76.62 100.0 －

　（注）１．自己株式5,152株は、「個人その他」に５単元、「単元未満株式」に152株含まれております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、15単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 ①　普通株式 

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

森田　浩一 広島市佐伯区 1,394 27.92

有限会社ケー・アンド・ワイ 広島市中区中島町10－22－1001 290 5.80

モンテカルロ従業員持株会 広島市西区商工センター４丁目８－１ 213 4.27

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町１丁目３－８ 190 3.80

モンテカルロ共栄持株会 広島市西区商工センター４丁目８－１ 106 2.12

森田　映一 広島市佐伯区 104 2.08

福留ハム株式会社 広島市西区草津港２丁目６－75 80 1.60

株式会社もみじ銀行 広島市中区胡町１－24 76 1.52

株式会社あじかん 広島市西区商工センター７丁目３－９ 74 1.48

株式会社ユアーズブレーン 広島市中区大手町５－２－22 74 1.48

計 ────── 2,601 52.11

②　第１回Ａ種優先株式 

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社ひろしま事業支援

ファンド
東京都港区赤坂１丁目11－44 600 100.0

計 ────── 600 100.0

③　第１回Ｂ種優先株式 

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トゥモロウーＯＮＥ投資事業

有限責任組合
広島市中区紙屋町１丁目２－22 30 100.0

計 ────── 30 100.0
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 優先株式　 630,000 －

「１（1）②発行済株

式」の「内容」の記載を

参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　　 5,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,982,000 4,967 －

単元未満株式 普通株式　   5,523 － －

発行済株式総数 5,622,523 － －

総株主の議決権 － 4,967 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株含まれております。なお、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数（15個）は含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社モンテカ

ルロ

広島市西区商工セ

ンター４－８－１
5,000 － 5,000 0.1

計 － 5,000  － 5,000 0.1

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,549 894,091

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 5,152 － 5,152 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を最重要課題とし、業界動向および当社の業績などを総合的に勘案のうえ、株主への

利益還元を積極的に行う方針であります。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としております。なお、剰余金の配当の決定機関は、株主総会で

あります。

　当期の業績は不本意ながら業績等の概要に記載したとおりとなりました。配当金につきましては、無配とさせていた

だいております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めて

おります。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 225
185

※251
530 306 344

最低（円） 125
133

※125
150 149 56

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第31期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 153 132 103 94 76 97

最低（円） 128 77 90 66 56 58
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
 森田　映一 昭和24年１月16日生

昭和43年４月 宇部興産飲料株式会社入社

昭和46年10月 淀商建設株式会社入社

昭和47年４月 有限会社モリタオートサロン入社

昭和50年４月 当社設立

 専務取締役商品部長に就任

平成８年７月 株式会社ディスモンド取締役に就任

平成11年５月 株式会社野田取締役に就任

平成12年10月 専務取締役営業統括本部担当に就任

平成13年２月 株式会社エイテック取締役に就任

平成14年８月 専務取締役管理本部長に就任

平成15年７月 専務取締役第二営業本部長に就任

平成18年４月 専務取締役に就任

平成18年５月 株式会社ナップチェーン取締役に就

任

平成18年６月 当社代表取締役社長に就任（現任）

平成18年６月 株式会社野田代表取締役社長に就任

平成18年６月 株式会社エイテック代表取締役社長

に就任（現任）

平成18年６月 株式会社ディスモンド代表取締役社

長に就任（現任）

平成18年６月 株式会社ナップチェーン代表取締役

社長に就任（現任）

(注)３ 104

取締役

統括本部長

兼営業本部

長

小林　修 昭和40年４月16日生

平成元年４月 日興證券株式会社入社

平成２年11月 ＩＮＧ銀行入行

平成８年４月 ナショナル・ウエストミンスター銀

行入行

平成９年４月 プラウドフットジャパン株式会社入

社

平成17年４月 有限会社ターンアラウンド・ブレイ

ン入社取締役に就任（現任）

平成18年６月 当社取締役に就任

平成19年４月 取締役統括本部長兼営業本部長兼営

業本部営業推進部長に就任

平成20年３月 取締役統括本部長兼営業本部長に就

任（現任）

(注)３ －

取締役
経営管理

本部長
岡野　明 昭和21年７月20日生

昭和44年４月 株式会社広島銀行入行

昭和46年12月 米田物産株式会社入社

昭和59年４月 株式会社東邦実業入社

昭和62年１月 当社入社

平成３年６月 取締役店舗運営部長に就任

平成８年３月 株式会社ディスモンド取締役に就任

（現任）

平成10年６月 常務取締役社長室長兼商品部長に就

任

平成11年５月 株式会社野田取締役に就任

平成12年10月 常務取締役経営企画本部担当に就任

平成13年２月 株式会社エイテック取締役に就任

（現任）

平成13年11月 常務取締役経営企画本部兼管理本部

担当に就任

平成14年４月 常務取締役経営企画本部担当に就任

平成14年８月 常務取締役経営企画本部長兼第二営

業部及び商品部担当に就任

平成15年７月 常務取締役経営管理本部長に就任

平成18年５月 株式会社ナップチェーン取締役に就

任（現任）

平成18年６月 取締役経営管理本部長に就任（現

任）

(注)３ ４
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
経営企画室

長
西田　啓一 昭和30年１月１日生

昭和52年４月 大和證券株式会社入社

昭和62年11月 キダー・ピーボディー証券株式会社

入社

平成３年４月 当社入社

平成11年４月 商品部長に就任

平成14年11月 執行役員社長室長に就任

平成16年４月 執行役員商品部長に就任

平成17年５月 執行役員第一営業本部長兼経営企画

室長に就任

平成18年４月 営業本部長兼経営企画室長に就任

平成18年６月 取締役営業本部長兼経営企画室長に

就任

平成18年６月 株式会社野田取締役に就任

平成18年６月 株式会社ディスモンド取締役に就任

（現任）

平成18年６月 株式会社エイテック取締役に就任

（現任）

平成18年６月 株式会社ナップチェーン取締役に就

任（現任）

平成19年４月 取締役経営企画室長に就任（現任）

(注)３ －

取締役

経営管理本

部

部長

高橋　祐司 昭和34年２月９日生

昭和56年４月 株式会社広島銀行入行

平成14年６月 同行本店営業部担当副部長

平成16年４月 同行融資第二部付出向（取締役待

遇）

平成18年５月 当社入社

平成18年６月 取締役経営管理本部部長に就任（現

任）

(注)３ －

取締役 田中　敏明 昭和28年９月26日生

昭和51年４月 株式会社日本長期信用銀行入行

平成15年１月 株式会社リサ・パートナーズ入社

平成15年10月 同社常務取締役に就任

平成17年４月 やしお債権回収株式会社代表取締役

会長に就任

平成17年５月 株式会社えひめ・リバイタル・マネ

ジメント代表取締役に就任（現任）

平成18年３月 株式会社千葉リバイタル代表取締役

に就任（現任）

平成18年６月 株式会社リサ・パートナーズ専務取

締役に就任（現任）

平成18年６月 当社取締役に就任（現任）

平成19年１月 株式会社埼玉・ターンアラウンド・

マネジメント代表取締役に就任（現

任）

平成20年１月 株式会社ぎふリバイタル代表取締役

に就任（現任）

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
 宮田　順正 昭和13年７月30日生

昭和32年４月 広島国税局採用

平成７年７月 広島国税不服審判所部長審判官 

平成８年７月 広島国税局徴収部長

平成９年８月 税理士登録開業

平成12年６月 当社監査役に就任

平成13年６月 株式会社ディスモンド監査役に就任

（現任）

平成15年６月 当社常勤監査役に就任（現任）

平成17年６月 株式会社野田監査役に就任

平成17年６月 株式会社エイテック監査役に就任

（現任）

平成18年５月 株式会社ナップチェーン監査役に就

任（現任）

(注)４ －

監査役  橋口　満 昭和16年１月31日生

昭和34年４月 広島国税局採用

平成５年７月 廿日市税務署長

平成10年７月 岡山東税務署長

平成11年７月 広島国税局課税第一部長

平成12年８月 税理士登録開業

平成15年６月 当社監査役に就任（現任）

(注)４ －

監査役  矢田貝　勝 昭和16年11月３日生

昭和36年４月 広島国税局採用

平成９年７月 柳井税務署長

平成11年７月 岩国税務署長

平成12年８月 税理士登録開業

平成15年６月 当社監査役に就任（現任）

(注)４ －

    計 　 108

　（注）１．取締役田中敏明は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成19年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

EDINET提出書類

株式会社モンテカルロ(E03298)

有価証券報告書

33/92



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスの重要性については、当社といたしましても充分に認識しており、経営の透明性・公正性

・迅速な意思決定の維持・向上に努めるべく諸施策に取り組んでおります。

１．取締役会の運営について

　当社は取締役会を月１回以上開催し、取締役会規程をもとに経営ならびに業務執行に関する決定・報告を行って

おります。また、重要案件について検証し、業務執行の迅速化を図るため、社長、取締役を中心に常時協議を行ってお

ります。

２．監査体制について

　当社は監査役制度採用会社であり、監査役は取締役会に出席し取締役の業務執行状況に関して十分な監視機能を

果たす体制を整えております。さらに、会計監査人である監査法人トーマツより会計監査を受けており、顧問弁護士

からは状況に応じた法的な助言を受けております。

３．内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査は社長直属の内部監査室（１名）が担当しております。期初に策定した内部監査基本計画に基づき、業務

全般にわたる内部監査を実施し、説明会の開催と改善命令を行い、速やかに改善状況を報告させて内部監査の実効

性を高めております。

　監査役監査は常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（２名）で実施しております。監査役は取締役会に出席して

いる他、社内の重要会議に参加し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施し

ております。

　監査の連携については監査法人による監査計画及び監査結果の報告に対し、内部監査責任者、監査役が出席し意見

交換が行われており、本社、各店舗監査においても、内部監査責任者が同行、同席し問題点の共有を図る等、効率的か

つ効果的な監査の実施に努めております。

４．会計監査の状況

　当社の会計監査は、指定社員・業務執行社員として監査法人トーマツの笠原壽太郎、世良敏昭が会計監査を行って

おります。

　監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には公認会計士４名、

会計士補等11名及びその他２名で構成されております。

５．役員報酬及び監査報酬の内容

①取締役及び監査役に支払った報酬

社内取締役　５名　　　 　　49,207千円

社外取締役　１名　　　　　  1,200千円

社外監査役　３名　　　　　  5,280千円

(注)１．報酬限度額　取締役：年額　110,000千円

監査役：年額　 10,000千円

６．監査報酬の内容

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬

監査契約に基づく監査証明に係る報酬(公認会計士法

(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務

に基づく報酬)の金額

13,500千円

７．社外取締役及び社外監査役との関係 

　当社と社外取締役である田中敏明及び社外監査役である監査役３名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令の定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監

査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。また、当社と社外

取締役及び社外監査役との間には、特別な利害関係はありません。

８．取締役の定数 

　「当社の取締役は15名以内とする」旨を定款に定めております。

EDINET提出書類

株式会社モンテカルロ(E03298)

有価証券報告書

34/92



９．取締役の選任の決議要件 

　当社は、取締役の選任決議について、「議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う」又「累積投票によらないものとする」旨を定款に定めております。

10．自己株式の取得 

　当社は、「会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる」旨

を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引

等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

11．中間配当 

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、「取締役会の決議により、毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めております。

12．株主総会の特別決議要件 

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、「議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う」旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするもの

であります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   370,748   197,341  

２．受取手形及び売掛金 ※７  465,995   629,978  

３．加盟店貸勘定 ※１  64,129   72,241  

４．たな卸資産   2,544,751   2,390,062  

５．その他   302,737   317,844  

貸倒引当金   △448   △3,070  

流動資産合計   3,747,914 47.0  3,604,397 46.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 2,316,417   2,337,455   

減価償却累計額  ※６ 1,411,973 904,444  1,447,466 889,988  

(2）機械装置及び運搬具  329,514   330,207   

減価償却累計額  ※６ 266,704 62,810  267,828 62,379  

(3）工具器具備品  566,983   567,860   

減価償却累計額  ※６ 524,267 42,715  532,078 35,782  

(4）土地 ※２  1,476,304   1,476,304  

有形固定資産合計   2,486,274 31.1  2,464,455 31.7

２．無形固定資産   17,767 0.2  19,169 0.2

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※2,5  174,002   146,195  

(2）長期前払費用   21,736   23,545  

(3）敷金・保証金  ※２  1,491,065   1,470,795  

(4）その他   123,179   126,402  

貸倒引当金   △82,217   △79,971  

投資その他の資産合
計

  1,727,766 21.7  1,686,968 21.7

固定資産合計   4,231,808 53.0  4,170,593 53.6

資産合計   7,979,723 100.0  7,774,991 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   901,096   939,568  

２．短期借入金 ※２  2,429,010   2,660,320  

３．未払法人税等   27,175   25,924  

４．未払消費税等   54,639   68,202  

５．賞与引当金   37,348   28,322  

６．ポイント引当金   17,061   14,159  

７．その他   207,945   160,209  

流動負債合計   3,674,276 46.1  3,896,705 50.1

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  3,368,916   2,931,596  

２．繰延税金負債   7,818   －  

３．退職給付引当金   222,467   226,156  

４．負ののれん   3,645   3,453  

５．その他   37,581   28,345  

固定負債合計   3,640,429 45.6  3,189,551 41.0

負債合計   7,314,706 91.7  7,086,256 91.1

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,270,039 15.9  1,270,039 16.4

２．資本剰余金 　  715,146 9.0  715,146 9.2

３．利益剰余金 　  △1,331,411 △16.7  △1,286,811 △16.6

４．自己株式 　  △291 △0.0  △1,185 △0.0

株主資本合計 　  653,483 8.2  697,189 9.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  11,533 0.1  △8,455 △0.1

評価・換算差額等合計 　  11,533 0.1  △8,455 △0.1

純資産合計 　  665,017 8.3  688,734 8.9

負債純資産合計 　  7,979,723 100.0  7,774,991 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   11,953,437 100.0  12,160,425 100.0

Ⅱ　売上原価   8,072,027 67.5  8,320,624 68.4

売上総利益   3,881,410 32.5  3,839,800 31.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  3,687,773 30.9  3,676,744 30.3

営業利益   193,636 1.6  163,056 1.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  12,716   16,816   

２．受取配当金  1,210   2,389   

３．受取手数料  48,288   28,733   

４．受取賃貸料  22,579   14,615   

５．協賛金収入  7,976   5,129   

６．退職給付費用減額差益  3,714   －   

７．その他  31,877 128,363 1.1 24,526 92,209 0.8

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  159,046   160,640   

２．株式交付費  3,850   －   

３．その他  8,007 170,904 1.4 10,563 171,203 1.4

経常利益   151,095 1.3  84,062 0.7

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ － － － 24 24 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ 96   3   

２．固定資産除却損 ※５ 3,281   5,418   

３．投資有価証券売却損  65   －   

４．減損損失  ※６ 6,701   －   

５．役員保険解約損  5,035   －   

６．役員退職慰労金  57,554   －   

７．たな卸商品評価損  29,485   10,285   

８．店舗閉店損失  － 102,220 0.9 5,714 21,421 0.2
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

税金等調整前当期純利
益

  48,875 0.4  62,665 0.5

法人税、住民税及び事業
税

 17,793 17,793 0.1 18,065 18,065 0.1

当期純利益   31,081 0.3  44,600 0.4
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 770,039 215,146 △1,362,492 △106 △377,413

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 500,000 500,000 － － 1,000,000

当期純利益 － － 31,081 － 31,081

自己株式の取得 － － － △184 △184

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

500,000 500,000 31,081 △184 1,030,896

平成19年３月31日　残高（千円） 1,270,039 715,146 △1,331,411 △291 653,483

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 18,604 18,604 △358,808

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 － － 1,000,000

当期純利益 － － 31,081

自己株式の取得 － － △184

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△7,070 △7,070 △7,070

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△7,070 △7,070 1,023,826

平成19年３月31日　残高（千円） 11,533 11,533 665,017

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 1,270,039 715,146 △1,331,411 △291 653,483

連結会計年度中の変動額      

当期純利益 － － 44,600 － 44,600

自己株式の取得 － － － △894 △894

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 44,600 △894 43,705

平成20年３月31日　残高（千円） 1,270,039 715,146 △1,286,811 △1,185 697,189

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 11,533 11,533 665,017

連結会計年度中の変動額    

当期純利益 － － 44,600

自己株式の取得 － － △894

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△19,988 △19,988 △19,988
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評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△19,988 △19,988 23,717

平成20年３月31日　残高（千円） △8,455 △8,455 688,734
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

   

１．税金等調整前当期純利益  48,875 62,665

２．減価償却費  85,910 95,436

３．減損損失  6,701 －

４．負ののれん償却費  △191 △191

５．固定資産売却益  － △24

６．固定資産除売却損  3,378 5,422

７．投資有価証券売却損  65 －

８．たな卸商品評価損  29,485 10,285

９．店舗閉店損失  － 5,714

10．役員保険解約損  5,035 －

11．役員退職慰労金  57,554 －

12．貸倒引当金の増減額（減少：△）  8,644 375

13．賞与引当金の増減額（減少：△）  5,148 △9,026

14．ポイント引当金の増減額（減少：△）  △112 △2,902

15．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △41,590 3,689

16．受取利息及び受取配当金  △13,926 △19,206

17．支払利息  159,046 160,640

18．売上債権の増減額（増加：△）  48,849 △177,652

19．たな卸資産の増減額（増加：△）  △322,892 144,403

20．仕入債務の増減額（減少：△）  74,529 29,297

21．未払消費税等の増減額（減少：△）  △9,902 13,562

22．その他  923 △91,492

小計  145,531 230,995

23．役員退職慰労金の支払額  △57,554 －

24．利息及び配当金の受取額  12,956 18,233

25．利息の支払額  △144,259 △168,797

26．法人税等の支払額  △7,003 △17,981

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △50,329 62,450
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

   

１．有形固定資産の取得による支出  △52,881 △80,577

２．有形固定資産の売却による収入  233 －

３．投資有価証券の売却による収入  434 －

４．連結の範囲の変更に伴う子会社株式の取
得による収入

※２ 4,544 －

５．貸付金による支出  － △538

６．貸付金の回収による収入  180 224

７．敷金・保証金の増加による支出  △2,952 △14,570

８．敷金・保証金の減少による収入  31,285 66,511

９．出資金返還による収入  10 －

10．その他  － △3

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △19,145 △28,954

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

   

１．短期借入金の増減額（減少：△）  △3,412,000 327,000

２．長期借入金の増加による収入  3,341,026 －

３．長期借入金の返済による支出  △743,530 △533,010

４．自己株式の取得による支出  △184 △894

５．株式の発行による収入  996,150 －

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 181,462 △206,904

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  111,987 △173,407

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  256,761 368,748

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 368,748 195,341
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　子会社は、全て連結しております。

　当該連結子会社は、株式会社ディスモン

ド、株式会社エイテック及び株式会社

ナップチェーンの３社であります。

　なお、前連結会計年度において当社持分

法適用の関連会社でありました株式会社

ナップチェーンにつきましては、当社が

同社株式を追加取得し連結子会社となっ

たため、当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。

　また、前連結会計年度において当社連結

子会社でありました株式会社野田につき

ましては、平成18年８月１日付で株式会

社モンテカルロと合併したため、当連結

会計年度より連結の範囲から除外してお

ります。

　子会社は、全て連結しております。

　当該連結子会社は、株式会社ディスモン

ド、株式会社エイテック及び株式会社

ナップチェーンの３社であります。

２．持分法の適用に関する事項 ①　持分法適用の関連会社はありません。

　なお、前連結会計年度において当社持分

法適用の関連会社でありました株式会社

ナップチェーンにつきましては、当社が

同社株式を追加取得し連結子会社となっ

たため、当連結会計年度より持分法適用

から除外しております。

①　持分法適用の関連会社はありません。

 ②　持分法を適用していない関連会社１

社（野田汽車百貨股?有限公司）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外して

おります。

②　　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

商品（小売部門）

売価還元法による原価法

②　たな卸資産

商品（小売部門）

売価還元法による原価法（一部商

品は、個別法による原価法）
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項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 商品（卸売部門）

月別総平均法による原価法

商品（卸売部門）

同左

 製品・仕掛品・原材料

月別総平均法による原価法

製品・仕掛品・原材料

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外については定率法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　13～39年

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外については定率法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　13～39年

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ

2,361千円減少しております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ

8,605千円減少しております。
 ②　無形固定資産

　定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づいております。

②　無形固定資産

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

②　賞与引当金

同左

 ③　ポイント引当金

　販売促進を目的とするポイントカー

ド制度に基づき、顧客に付与したポイ

ントの利用に備えるため、当連結会計

年度末において将来利用されると見込

まれる額を計上しております。 

③　ポイント引当金

　　　　　　　同左 

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上し

ております。

　なお、会計基準変更時差異(326,973千

円)については、15年による按分額を費

用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により損益処理

しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から損益処理する

こととしております。

④　退職給付引当金

同左

(4）重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。

同左

(5）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左
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項目 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

　負ののれんは20年間の均等償却を行っ

ております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３

か月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（企業結合に係る会計基準）

　当連結会計年度より、企業結合に係る会計基準（「企業結

合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成15年10月31日））および「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）なら

びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月

27日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示に関

する変更は以下のとおりであります。

――――――

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負のの

れん償却額」として表示しております。

――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は665,017千円

であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。

――――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　加盟店貸勘定

　加盟店貸勘定は、フランチャイズ契約に基づき加盟

店との間に発生した営業債権であります。

※１　加盟店貸勘定

同左

※２　(1）担保提供資産 ※２　(1）担保提供資産

建物 449,421千円

土地 1,417,979千円

投資有価証券 141,700千円

敷金・保証金（建築協力

金）

47,813千円

計 2,056,915千円

建物 445,584千円

土地 1,417,979千円

投資有価証券  114,655千円

敷金・保証金（建築協力

金）

42,651千円

計  2,020,871千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

短期借入金 521,700千円

長期借入金 2,871,000千円

計 3,392,700千円

短期借入金  469,655千円

長期借入金  2,871,000千円

計 3,340,655千円

　３　受取手形割引高 69,037千円

　４　　　　　　　　　――――――― 　

　３　受取手形割引高 47,601千円

　４　受取手形裏書譲渡高 33,000千円

※５　関連会社に対するものは、次のとおりであります。 ※５　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券 29,812千円 投資有価証券 29,812千円

※６　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。 

※６　　　　　　　　　　同左 

※７　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

受取手形割引高 8,147千円

※７　　　　　　　　―――――――
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次の

とおりであります。

従業員給与 1,340,601千円

賞与引当金繰入額 37,348千円

ポイント引当金繰入額 17,061千円

貸倒引当金繰入額 8,644千円

賃借料 721,205千円

従業員給与  1,346,985千円

賞与引当金繰入額 28,322千円

退職給付費用 36,373千円

ポイント引当金繰入額 14,159千円

貸倒引当金繰入額 3,424千円

賃借料 718,429千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、9,328千円であ

ります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、39,658千円であ

ります。

※３　　　　　　　　――――――― ※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 24千円

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 96千円

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 ３千円

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 2,798千円

機械装置及び運搬具 103千円

工具器具備品 379千円

計 3,281千円

建物及び構築物 4,639千円

機械装置及び運搬具 645千円

工具器具備品 133千円

計 5,418千円

※６　減損損失

　当社グループは当連結会計年度において、以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

※６　　　　　　　　―――――――

用途 種類 場所
減損損失

（千円）

店舗及び

賃貸物件

建物 

構築物

その他

 静岡県１店舗

 愛知県１店舗

 広島県賃貸物件

6,701

 

　　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位として店舗を基本単位とし、賃貸資産については、当

該資産単独で資産グルーピングをしております。

　上記グルーピングに基づき、減損会計の手続きを行っ

た結果、営業活動から生じる損益がマイナスである店舗

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失（建物1,034千円、構築物4,577千円、その他1,089千円）

として特別損失に計上しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、正味売却価額については、一部の

重要な資産は、不動産鑑定士による評価額、それ以外の

資産については固定資産税評価額等を基礎として評価

しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　　　　　（注）１ 4,338,901 168,073 － 4,506,974

第１回Ａ種優先株式（注）２ － 600,000 － 600,000

第１回Ｂ種優先株式（注）２，３ － 40,000 2,500 37,500

合計 4,338,901 808,073 2,500 5,144,474

自己株式     

普通株式　　　　　（注）４ 530 1,073 － 1,603

合計 530 1,073 － 1,603

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加168,073株は、第１回Ｂ種優先株式の普通株式への転換による増加であ

ります。

２．第１回Ａ種優先株式の発行済株式総数の増加600,000株及び第１回Ｂ種優先株式40,000株は、第三者割当

による新株の発行による増加であります。

３．第１回Ｂ種優先株式の発行済株式総数の減少2,500株は、普通株式への転換による減少であります。

４．普通株式の自己株式の株式数の増加1,073株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　　　　　（注）１ 4,506,974 485,549 － 4,992,523

第１回Ａ種優先株式 600,000 － － 600,000

第１回Ｂ種優先株式（注）２ 37,500 － 7,500 30,000

合計 5,144,474 485,549 7,500 5,622,523

自己株式     

普通株式　　　　　（注）３ 1,603 3,549 － 5,152

合計 1,603 3,549 － 5,152

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加485,549株は、第１回Ｂ種優先株式の普通株式への転換による増加であ

ります。

２．第１回Ｂ種優先株式の発行済株式総数の減少7,500株は、普通株式への転換による減少であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の増加3,549株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項
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該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 (千円)

現金及び預金勘定 370,748

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,000

現金及び現金同等物 368,748

 (千円)

現金及び預金勘定 197,341

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,000

現金及び現金同等物 195,341

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった資産及

び負債の主な内訳

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入（純額）との関係は次のとおりで

す。

株式会社ナップチェーン

※２　　　　　　　　―――――――

 (千円)

流動資産 19,301

固定資産 6,236

負ののれん △4,235

流動負債 △6,302

固定負債 △1,000

連結開始時の既取得分 △2,000

取得価額 12,000

子会社の現金及び現金同等物 △16,544

差引：子会社株式取得による収入 4,544
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額（千
円）

減損損失
累計額相
当額（千
円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装
置

90,044 67,705 4,410 17,928

工具器
具備品

137,456 87,059 6,353 44,043

無形固
定資産
(ソフト
ウエア)

45,985 22,075 3,488 20,422

合計 273,487 176,840 14,252 82,395

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額（千
円）

減損損失
累計額相
当額（千
円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装
置

97,863 76,876 4,410 16,576

車両運
搬具

4,800 432 － 4,368

工具器
具備品

135,469 60,648 6,353 68,467

無形固
定資産
(ソフト
ウエア)

51,897 27,497 3,488 20,911

合計 290,030 165,455 14,252 110,323

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 42,147千円

１年超 53,936千円

合計 96,083千円

リース資産減損勘定の残高 5,258千円

１年内 42,436千円

１年超 77,767千円

合計 120,204千円

リース資産減損勘定の残高 2,806千円

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び支払利息相当額

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 63,294千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,076千円

減価償却費相当額 54,758千円

支払利息相当額 6,158千円

支払リース料 55,177千円

リース資産減損勘定の取崩額 2,451千円

減価償却費相当額 47,503千円

支払利息相当額 6,095千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

 

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 48,902 78,302 29,399 48,582 57,720 9,137

債券       

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 48,902 78,302 29,399 48,582 57,720 9,137

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 35,935 25,888 △10,047 36,255 18,663 △17,592

債券 － － － － － －

その他 － － － － － －

小計 35,935 25,888 △10,047 36,255 18,663 △17,592

合計 84,838 104,190 19,352 84,838 76,383 △8,455

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

434 － 65 － － －

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 40,000 40,000
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けているほか、広島総

合卸センター厚生年金基金に加入しております。同基金は複数の事業主により設立された企業年金制度である

ため、「退職給付に係る会計基準」（平成19年５月15日企業会計基準委員会　注解12）に基づき、同基金への要

拠出額を退職給付費用として処理しております。同基金の年金資産残高のうち、当社の掛金拠出割合に基づく

当連結会計年度末の年金資産残高は970,474千円（前連結会計年度末は856,488千円）であります。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

年金資産の額 11,951,911千円

年金財政計算上の給付債務の額 11,699,707千円

差引額 282,204千円

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自18年４月１日　至平成19年３月31日）

7.14％

(3）補足説明

　上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高1,490,842千円、資産評価調整控除額

1,292,986千円及び別途積立金450,060千円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年

の元利均等償却であり、当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金8,510千円を費用処理しておりま

す。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)  
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

退職給付債務  △557,010千円     △602,991千円 

年金資産  144,275千円   137,039千円 

未認識数理計算上の差異  9,892千円   58,719千円 

会計基準変更時差異の未処理額  174,387千円   152,589千円 

未認識過去勤務債務  5,988千円   28,488千円 

退職給付引当金  △222,467千円   △226,156千円 

        

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

 
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

勤務費用  43,750千円   43,352千円 

利息費用  10,343千円   11,140千円 

期待運用収益  △3,929千円   △4,328千円 

会計基準変更時差異の費用処理額  21,798千円   21,798千円 

未認識数理計算上の差異損益処理額  △12,950千円   △13,090千円 

未認識過去勤務債務の損益処理額  △22,500千円   △22,500千円 

退職給付費用  36,512千円   36,373千円 

        

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)  
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準   期間定額基準 

割引率  2.0％   2.0％ 
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前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)  
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

期待運用収益率  3.0％   3.0％ 

過去勤務債務の処理年数   ５年     ５年 

数理計算上の差異の処理年数   ５年     ５年 

会計基準変更時差異の処理年数   15年     15年 

（追加情報）

　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平

成19年５月15日）を適用しております。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日） 

当社グループはストック・オプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日） 

当社グループはストック・オプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。 

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 102,537千円

貸倒引当金 26,179千円

繰越欠損金 369,834千円

減損損失 404,388千円

その他 25,661千円

繰延税金資産小計 928,600千円

評価性引当額 △928,600千円

繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 7,818千円

繰延税金負債合計 7,818千円

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 91,367千円

貸倒引当金 25,827千円

繰越欠損金 354,006千円

減損損失 402,064千円

その他 21,470千円

繰延税金資産小計 894,734千円

評価性引当額 △894,734千円

繰延税金資産合計 －千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 36％

評価性引当額の影響額 △46％

その他 5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36％

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 28％

評価性引当額の影響額 △54％

その他 14％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当社グループは自動車用品の製造・販売を主たる事業としております。

　前連結会計年度及び当連結会計年度においては、当該事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、いずれも全

セグメントに占める割合が90％超となっているため、事業の種類別セグメントの記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度においては、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な

在外支店がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度においては、海外売上高がないため該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1）役員及び個人主要株主等 

属性
会社等の名
称または氏
名

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
（注５） 

科目
期末残高

(千円)役員の兼
任等

事業上の
関係

個人主要株

主
森田　浩一 広島市中区 － 顧問

（被所有）

 直接 31.2
－ －

支払手数料

（注１）
5,760 － －

個人主要株

主及びその

近親者が議

決権の過半

数を自己の

計算で所有

している会

社等

㈲ケー・ア

ンド・ワイ

（注２）

広島市中区 60,000
保険代理

業

（被所有）

 直接  6.4
－ 保険取引

保険料　

（注３）
12,550 前払費用 580

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算で所

有している

会社等

㈲ターンア

ラウンドブ

レイン　

（注４）

東京都渋谷

区
3,000

コンサル

タント業
－ 兼任１名

プロジェ

クト推進

支援業務

支払手数料

（注１）
8,918 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．支払手数料の支払については、提示された見積もりを基礎として、毎期交渉の上、決定しております。

２．当社の主要株主森田浩一とその妻が議決権の100％を直接所有しております。

３．保険料の支払については、市場価格を勘案して決定しております。

４．当社の取締役小林修が議決権の50％を直接保有して共同代表権を有しており、当社の実質的な関連当事者に該

当します。

５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1）役員及び個人主要株主等 

属性
会社等の名
称または氏
名

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
（注５） 

科目
期末残高

(千円)役員の兼
任等

事業上の
関係

個人主要株

主
森田　浩一 広島市中区 － 顧問

（被所有）

 直接 27.9
－ －

支払手数料

（注１）
7,680 － －
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属性
会社等の名
称または氏
名

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
（注５） 

科目
期末残高

(千円)役員の兼
任等

事業上の
関係

個人主要株

主及びその

近親者が議

決権の過半

数を自己の

計算で所有

している会

社等

㈲ケー・ア

ンド・ワイ

（注２）

広島市中区 60,000
保険代理

業

（被所有）

 直接  5.8
－ 保険取引

保険料　

（注３）
11,733 前払費用 275

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算で所

有している

会社等

㈲ターンア

ラウンドブ

レイン　

（注４）

東京都渋谷

区
3,000

コンサル

タント業
－ 兼任１名

プロジェ

クト推進

支援業務

支払手数料

（注１）
6,760 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．支払手数料の支払については、提示された見積もりを基礎として、毎期交渉の上、決定しております。

２．当社の主要株主森田浩一とその妻が議決権の100％を直接所有しております。

３．保険料の支払については、市場価格を勘案して決定しております。

４．当社の取締役小林修が議決権の50％を直接保有して共同代表権を有しており、当社の実質的な関連当事者に該

当します。

５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 △75.03円

１株当たり当期純利益 0.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

１株当たり純資産額 △56.80円

１株当たり当期純利益 0.13円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 0.09円

　（注）１株当たり当期純利益（△損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 31,081 44,600

普通株主に帰属しない金額（千円） 28,076 43,965

（Ａ種優先株式累積未払配当金） (28,076) (43,965)

普通株式に係る当期純利益（千円） 3,004 634

普通株式の期中平均株式数（株） 4,376,181 4,888,728

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株）

（第１回Ｂ種優先株式）

－

－

2,277,491

(2,277,491)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

内訳

（第１回Ａ種優先株式）

（第１回Ｂ種優先株式）

　

 637,500株

 （600,000株）

 （ 37,500株）

　なお、これらの詳細については、第

４［提出会社の状況］１［株式等の

状況］（１）［株式の総数等］に記

載のとおりであります。

　

600,000株

 （600,000株）

－

　なお、これらの詳細については、第

４［提出会社の状況］１［株式等の

状況］（１）［株式の総数等］に記

載のとおりであります。
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（企業結合等関係）

 前連結会計年度　（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

 １．結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取

引の目的を含む取引の概要

 （１）結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容

 株式会社野田　自動車用品の小売事業（内容：東海エリアにおける自動車用品の小売）

 （２）企業結合の法的形式

 共通支配下の取引

 （３）結合後の企業の名称

 株式会社モンテカルロ

 （４）取引の目的を含む取引の概要

 ①合併の目的

　株式会社モンテカルロの１００％子会社である株式会社野田の事業運営機能を吸収合併により株式会社モン

テカルロに集約し、一体的・効率的な業務運営に努めることにより、商品・サービスはもとより、従業員管理体

制の統合等に伴う経営運営を飛躍的に改善させるとともに、マネジメント体制の強化等によって店舗営業力・

収益力のさらなる向上を目指したいと考えております。

 ②合併の方式

 株式会社モンテカルロを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社野田は解散しました。

 ③合併比率及び合併交付金

 　株式会社モンテカルロは株式会社野田の全株式を所有しており、吸収合併に際して、その株式に代わる金銭等

の交付を行いません。

 ④被合併会社の合併時の資産・負債の状況

 資産  負債

 項目  帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円）

 流動資産 491  流動負債 728

 固定資産 293  固定負債 624

合計 784 合計 1,353

 ２．実施した会計処理の概要

 　上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会計処

理が連結財務諸表に与える影響はありません。

 当連結会計年度　（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

 　概要事項はありません。
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（子会社の企業結合関係）

 前連結会計年度　（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

 １．子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに法的形式を含む企

業結合の概要

 （１）子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容

株式会社野田　自動車用品の小売事業（内容：東海エリアにおける自動車用品の小売）

 （２）企業結合を行った主な理由

　株式会社モンテカルロの１００％子会社である株式会社野田の事業運営機能を吸収合併により株式会社モン

テカルロに集約し、一体的・効率的な業務運営に努めることにより、商品・サービスはもとより、従業員管理体

制の統合等に伴う経営運営を飛躍的に改善させるとともに、マネジメント体制の強化等によって店舗営業力・

収益力のさらなる向上を目指したいと考えております。

 （３）企業結合日

 平成18年８月１日

 （４）法的形式を含む企業結合の概要

 共通支配下の取引として、株式会社モンテカルロが１００％子会社である株式会社野田を吸収合併しました。

 ２．実施した会計処理の概要

 　上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会計処

理が連結財務諸表に与える影響はありません。

 ３．事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称

 　事業の種類別セグメントの記載を省略しておりますので、該当事項はありません。

 ４．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている当該子会社に係る損益の概算額

売上高 487百万円

営業利益 12百万円

経常利益 14百万円

 当連結会計年度　（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

 　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,896,000 2,223,000 3.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 533,010 437,320 3.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,368,916 2,993,596 2.1 平成20年～平成49年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

小計 5,797,926 5,653,916 － －

内部取引の消去 － 62,000 － －

合計 5,797,926 5,591,916 － －

　（注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高は、期末のものを使用しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 318,480 215,280 171,580 177,240

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   264,334   170,038  

２．受取手形 ※８  6,746   2,264  

３．売掛金   461,051   582,903  

４．加盟店貸勘定 ※１  64,129   72,241  

５．商品   2,447,646   2,331,870  

６．貯蔵品   5,867   4,196  

７．前渡金   7,914   20,645  

８．前払費用   75,093   77,824  

９．未収入金   195,683   209,171  

10．その他   2,837   2,288  

貸倒引当金   △437   △2,752  

流動資産合計   3,530,868 61.5  3,470,693 62.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 　 961,171   973,251   

減価償却累計額  ※７ 603,342 357,828  620,526 352,725  

(2）構築物  289,792   288,694   

減価償却累計額  ※７ 225,161 64,630  229,485 59,208  

(3）機械装置  277,455   284,000   

減価償却累計額  ※７ 218,285 59,170  226,008 57,991  

(4）車両運搬具  44,607   38,755   

減価償却累計額  ※７ 41,341 3,265  34,669 4,085  

(5）工具器具備品  476,724   477,601   

減価償却累計額  ※７ 438,567 38,156  445,457 32,144  

(6）土地 　  51,814   51,814  

有形固定資産合計   574,866 10.0  557,970 10.1

２．無形固定資産        

(1）電話加入権   15,688   15,688  

(2）その他   1,663   3,066  

無形固定資産合計   17,352 0.3  18,754 0.3
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※２  144,190   116,383  

(2) 関係会社株式   83,812   83,812  

(3) 出資金   56   56  

(4) 従業員長期貸付金   344   658  

(5) 破産更生債権等   29,667   26,617  

(6) 長期前払費用   21,614   23,317  

(7) 敷金・保証金  ※２  1,354,550   1,242,601  

(8) 長期未収入金 　  57,613   63,571  

貸倒引当金   △72,399   △70,152  

投資その他の資産合
計

  1,619,449 28.2  1,486,866 26.9

固定資産合計   2,211,668 38.5  2,063,591 37.3

資産合計   5,742,537 100.0  5,534,285 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   34,453   31,410  

２．買掛金 ※６  716,485   650,859  

３．短期借入金 ※２  1,896,000   2,223,000  

４．１年内返済予定長期借
入金

  465,810   370,120  

５．未払金   108,237   79,293  

６．未払法人税等   26,635   25,374  

７．未払消費税等   48,673   64,153  

８．未払費用   45,766   46,373  

９．前受金   21,453   15,895  

10．預り金   20,792   6,547  

11．前受収益   1,491   2,186  

12．賞与引当金   36,000   27,000  

13．ポイント引当金   17,061   14,159  

14. その他   9,543   11,772  

流動負債合計   3,448,403 60.1  3,568,143 64.4
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   1,420,090   1,049,970  

２．関係会社長期借入金   －   62,000  

３．退職給付引当金   222,467   226,156  

４．繰延税金負債   7,818   －  

５．その他   11,366   10,687  

固定負債合計   1,661,742 28.9  1,348,813 24.4

負債合計   5,110,145 89.0  4,916,956 88.8

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,270,039 22.1  1,270,039 23.0

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 715,146   715,146   

資本剰余金合計 　  715,146 12.5  715,146 12.9

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △1,364,037   △1,358,217   

利益剰余金合計 　  △1,364,037 △23.8  △1,358,217 △24.5

４．自己株式 　  △291 △0.0  △1,185 △0.0

株主資本合計 　  620,858 10.8  625,784 11.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  11,533 0.2  △8,455 △0.2

評価・換算差額等合計 　  11,533 0.2  △8,455 △0.2

純資産合計 　  632,392 11.0  617,328 11.2

負債純資産合計 　  5,742,537 100.0  5,534,285 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   11,809,374 100.0  12,020,761 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品たな卸高  1,785,664   2,447,646   

２．当期商品仕入高 ※１ 8,858,823   8,184,490   

合計  10,644,487   10,632,137   

３．他勘定振替高 ※２ 611   △1,182   

４．期末商品たな卸高  2,447,646   2,331,870   

売上原価  8,196,229 8,196,229 69.4 8,301,449 8,301,449 69.1

売上総利益   3,613,144 30.6  3,719,312 30.9

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※3,4  3,514,452 29.8  3,669,087 30.5

営業利益   98,691 0.8  50,224 0.4

Ⅴ　営業外収益        

１．受取利息  11,926   16,569   

２．受取配当金  1,210   2,389   

３．受取手数料  46,318   56,507   

４．受取賃貸料  22,699   14,615   

５．協賛金収入  7,976   5,129   

６．退職給付費用減額差益  3,714   －   

７．その他  34,388 128,233 1.1 36,653 131,864 1.1

Ⅵ　営業外費用        

１．支払利息  143,401   130,943   

２．その他  11,579 154,981 1.3 10,562 141,506 1.2

経常利益   71,944 0.6  40,582 0.3
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※５ －   24   

２．貸倒引当金戻入益  583,510 583,510 4.9 － 24 0.0

Ⅷ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※６ 96   3   

２．固定資産除却損 ※７ 2,726   4,761   

３．投資有価証券売却損 　 65   －   

４．減損損失  ※８ 6,701   －   

５．役員保険解約損 　 5,035   －   

６．役員退職慰労金 　 57,554   －   

７．たな卸商品評価損 　 －   6,812   

８．たな卸資産売却益修正
損

 ※９ 17,996   －   

９．抱合せ株式消滅差損 　 568,823   －   

10．店舗閉店損失 　 － 658,999 5.5 5,714 17,292 0.1

税引前当期純利益（△
損失）

  △3,544 △0.0  23,313 0.2

法人税、住民税及び事業
税

  17,066 0.2  17,493 0.2

当期純利益（△損失）   △20,610 △0.2  5,819 0.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰
余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

770,039 215,146 215,146 △1,343,426 △1,343,426 △106 △358,346

事業年度中の変動額        

新株の発行 500,000 500,000 500,000 － － － 1,000,000

当期純損失 － － － △20,610 △20,610 － △20,610

自己株式の取得 － － － － － △184 △184

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

500,000 500,000 500,000 △20,610 △20,610 △184 979,204

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,270,039 715,146 715,146 △1,364,037 △1,364,037 △291 620,858

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

18,604 18,604 △339,742

事業年度中の変動額    

新株の発行 － － 1,000,000

当期純損失 － － △20,610

自己株式の取得 － － △184

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△7,070 △7,070 △7,070

事業年度中の変動額合計
（千円）

△7,070 △7,070 972,134

平成19年３月31日　残高
（千円）

11,533 11,533 632,392

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰
余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,270,039 715,146 715,146 △1,364,037 △1,364,037 △291 620,858

事業年度中の変動額        

当期純利益 － － － 5,819 5,819 － 5,819

自己株式の取得 － － － － － △894 △894

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － 5,819 5,819 △894 4,925

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,270,039 715,146 715,146 △1,358,217 △1,358,217 △1,185 625,784
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

11,533 11,533 632,392

事業年度中の変動額    

当期純利益 － － 5,819

自己株式の取得 － － △894

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△19,988 △19,988 △19,988

事業年度中の変動額合計
（千円）

△19,988 △19,988 △15,063

平成20年３月31日　残高
（千円）

△8,455 △8,455 617,328
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重要な会計方針

項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品（小売部門）

　売価還元法による原価法

(1）商品（小売部門）

　売価還元法による原価法（一部商品

は、個別法による原価法）

 (2）商品（卸売部門）

　月別総平均法による原価法

(2）商品（卸売部門）

同左

 (3）貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

(3）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外については定率法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　13～39年

(1）有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外については定率法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　13～39年

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ2,216千円

減少しております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益がそれぞれ6,928千円減

少しております。
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項目 前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）ポイント引当金

　販売促進を目的とするポイントカード

制度に基づき、顧客に付与したポイント

の利用に備えるため、当事業年度末にお

いて将来利用されると見込まれる額を

計上しております。

(3）ポイント引当金

同左

 (4）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　なお、会計基準変更時差異（326,973千

円）については、15年による按分額を費

用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により損益処理

しております。

  数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から

損益処理することとしております。

(4）退職給付引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理によっております。

同左

６．繰延資産の処理方法 　株式交付費は支出時に全額費用処理して

おります。

―――――――

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（企業結合に係る会計基準）

当事業年度より企業結合に係る会計基準（「企業結合

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会　平成15年10月31日））および「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）なら

びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12

月27日）を適用しております。

なお、本会計基準適用に伴う影響額の算出は困難なため

記載しておりません。

―――――――

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は632,392千

円であります。

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

 ―――――――

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

　長期未収入金は総資産額の100分の１を超えたため、区分

掲記することとしました。なお、前期は投資その他の資産

のその他に59,291千円含まれております。

―――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　加盟店貸勘定

　加盟店貸勘定は、フランチャイズ契約に基づき加盟

店との間に発生した営業債権であります。

※１　加盟店貸勘定

同左

※２　(1）担保提供資産 ※２　(1）担保提供資産

投資有価証券     141,700千円

敷金・保証金（建築協力

金）

   47,813千円

計     189,513千円

投資有価証券     114,655千円

敷金・保証金（建築協力

金）

42,651千円

計 157,306千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

短期借入金    141,700千円 短期借入金 114,655千円

 　３　偶発債務

 債務保証

 次の関係会社の仕入債務に対して債務保証行為を

行っております。

保証先 金額（千円） 内容

 株式会社ナップチェーン 233,498 仕入債務 

 　３　偶発債務

 債務保証

 次の関係会社の仕入債務に対して債務保証行為を

行っております。

保証先 金額（千円） 内容

 株式会社ナップチェーン 257,221 仕入債務 

　４　受取手形割引高 69,037千円

　５　　　　　　　　――――――― 　

　４　受取手形割引高 47,601千円

　５　受取手形裏書譲渡高 33,000千円

※６　関係会社に係る主な負債は次のとおりであります。 ※６　関係会社に係る主な負債は次のとおりであります。

買掛金 696,420千円 買掛金 639,473千円

※７　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※７　　　　　　　　　　同左

※８　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。当事業年度末日満

期手形の金額は、次のとおりであります。

受取手形割引高 8,147千円

※８　　　　　　　　――――――
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

商品仕入高 5,246,229千円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

商品仕入高 7,725,409千円

※２　他勘定振替高は貯蔵品への振替高であります。 ※２　　　　　　　　　同左

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は７％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は93％

であります。

　主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は８％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は92％

であります。

　主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

広告宣伝費      134,680千円

ポイント引当金繰入額 17,061千円

従業員給与    1,249,033千円

賞与引当金繰入額 36,000千円

福利厚生費 225,462千円

減価償却費 61,441千円

貸倒引当金繰入額 8,007千円

賃借料 757,986千円

支払手数料 211,817千円

広告宣伝費 151,214千円

ポイント引当金繰入額 14,159千円

従業員給与 1,301,297千円

賞与引当金繰入額 27,000千円

退職給付費用 36,373千円

福利厚生費 238,885千円

減価償却費 63,803千円

貸倒引当金繰入額 3,117千円

賃借料 829,637千円

支払手数料 168,488千円

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、9,328千円であ

ります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、39,658千円であ

ります。

※５　　　　　　　　―――――― ※５　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

車両運搬具 24千円

※６　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置 88千円

車両運搬具 7千円

計 96千円

※６　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

車両運搬具 3千円

※７　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※７　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 2,279千円

車両運搬具    68千円

工具器具備品 379千円

計 2,726千円

建物 3,982千円

機械装置 102千円

車両運搬具 542千円

工具器具備品 133千円

計 4,761千円
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※８　減損損失

当社は当事業年度において、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

※８　　　　　　　　――――――

用途 種類 場所
減損損失

（千円）

店舗及び

賃貸物件

建物 

構築物

その他

 静岡県１店舗

 愛知県１店舗

 広島県賃貸物件

6,701

 

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て店舗を基本単位とし、賃貸資産については、当該資産

単独で資産グルーピングをしております。

　上記グルーピングに基づき、減損会計の手続きを行っ

た結果、営業活動から生じる損益がマイナスである店舗

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失（建物1,034千円、構築物4,577千円、その他1,089千円）

として特別損失に計上しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、正味売却価額については、一部の

重要な資産は、不動産鑑定士による評価額、それ以外の

資産については固定資産税評価額等を基礎として評価

しております。

 

※９　たな卸資産売却益修正損

たな卸資産売却益修正損は子会社（株式会社野田）

を吸収合併する際に、たな卸資産に含まれる未実現利益

を消去したものです。

※９　　　　　　　　――――――

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 530 1,073 － 1,603

合計 530 1,073 － 1,603

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,073株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1,603 3,549 － 5,152

合計 1,603 3,549 － 5,152

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,549株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額（千
円）

減損損失
累計額相
当額（千
円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置 90,044 67,705 4,410 17,928

工具器具
備品

137,456 87,059 6,353 44,043

無形固定
資産「そ
の他」
（ソフト
ウエア）

45,985 22,075 3,488 20,422

合計 273,487 176,840 14,252 82,395

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額（千
円）

減損損失
累計額相
当額（千
円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置 97,863 76,876 4,410 16,576

車両運搬
具

4,800 432 － 4,368

工具器具
備品

135,469 60,648 6,353 68,467

無形固定
資産「そ
の他」
（ソフト
ウエア）

51,897 27,497 3,488 20,911

合計 290,030 165,455 14,252 110,323

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 42,147千円

１年超 53,936千円

合計 96,083千円

リース資産減損勘定の残高    5,258千円

１年内 42,436千円

１年超 77,767千円

合計 120,204千円

リース資産減損勘定の残高    2,806千円

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び支払利息相当額

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 63,294千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,076千円

減価償却費相当額 54,758千円

支払利息相当額 6,158千円

支払リース料 55,177千円

リース資産減損勘定の取崩額 2,451千円

減価償却費相当額 47,503千円

支払利息相当額 6,095千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年４月1日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月1日　至平成20年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 23,256千円

退職給付引当金 102,537千円

繰越欠損金  570,260千円

減損損失  404,388千円

その他  31,095千円

繰延税金資産小計  1,131,538千円

評価性引当額 △1,131,538千円

繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債） 　

その他有価証券評価差額金 7,818千円

繰延税金負債合計 7,818千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金 22,927千円

退職給付引当金 91,367千円

繰越欠損金 548,719千円

減損損失   402,064千円

その他 26,914千円

繰延税金資産小計   1,091,993千円

評価性引当額 △1,091,993千円

繰延税金資産合計 －千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 △483％

評価性引当額影響額 △9％

交際費等永久に損金に算入されない項

目

△31％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △482％

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 74％

評価性引当額影響額 △170％

交際費等永久に損金に算入されない項

目

130％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 75％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 △82.28円

１株当たり当期純損失 △11.13円

１株当たり純資産額 △71.12円

１株当たり当期純損失 △7.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失のため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益（△損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（△損失）（千円） △20,610 5,819

普通株主に帰属しない金額（千円） 28,076 43,965

（Ａ種優先株式累積未払配当金） (28,076) (43,965)

普通株式に係る当期純損失（千円） △48,687 △38,145

普通株式の期中平均株式数（株） 4,376,181 4,888,728

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

内訳

（第１回Ａ種優先株式）

（第１回Ｂ種優先株式）

　

 637,500株

 （600,000株）

 （ 37,500株）

　なお、これらの詳細については、第

４［提出会社の状況］１［株式等の

状況］（１）［株式の総数等］に記

載のとおりであります。

　

630,000株

 （600,000株）

 （ 30,000株）

　なお、これらの詳細については、第

４［提出会社の状況］１［株式等の

状況］（１）［株式の総数等］に記

載のとおりであります。

（企業結合等関係）

 前事業年度　（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

 当事業年度　（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社広島銀行 120,000 57,720

株式会社山口フィナンシャルグループ（優先株

式）
40 40,000

株式会社山口フィナンシャルグループ 16,150 18,233

その他（４銘柄） 10,510 429

小計 146,700 116,383

計 146,700 116,383

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        
建物 961,171 27,789 15,708 973,251 620,526 28,463 352,725

構築物 289,792 4,692 5,790 288,694 229,485 8,565 59,208

機械装置 277,455 10,075 3,530 284,000 226,008 10,833 57,991

車両運搬具 44,607 6,924 12,776 38,755 34,669 5,303 4,085

工具器具備品 476,724 4,822 3,945 477,601 445,457 10,637 32,144

土地 51,814 － － 51,814 － － 51,814

有形固定資産計 2,101,565 54,303 41,750 2,114,117 1,556,147 63,803 557,970

無形固定資産        
電話加入権 15,688 － － 15,688 － － 15,688

その他 3,471 2,213 － 5,684 2,618 810 3,066

無形固定資産計 19,159 2,213 － 21,373 2,618 810 18,754

長期前払費用 47,472 6,111 6,587 46,997 23,679 3,438 23,317

（注）「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 72,836 3,555 3,049 437 72,904

賞与引当金 36,000 27,000 36,000 － 27,000

ポイント引当金 17,061 14,159 17,061 － 14,159

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替えに伴うものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 22,492

預金の種類  

普通預金 144,448

定期預金 2,000

別段預金 1,096

小計 147,545

合計 170,038

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

有限会社タイヤセンター豊成 950

今岡暁子 868

株式会社タイヤ館山口 445

合計 2,264

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年６月 1,395

７月 868

合計 2,264

３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社メールオーダーハウス 25,804

株式会社ジェーシービー 25,175

ＵＦＪニコス株式会社 24,737

株式会社住友クレジットサービス 23,387

株式会社ライフ 19,923

その他 463,877

合計 582,903

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

461,051 6,662,455 6,540,602 582,903 91.8 28.6

　（注）　当期発生高、当期回収高には消費税等が含まれております。

４）加盟店貸勘定

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

太陽エリアス株式会社 32,945

株式会社オートルボラン 18,424

株式会社太陽 10,910

株式会社マルイケ 8,274

株式会社スズキアリーナ福井中央 1,686

合計 72,241

(ロ）加盟店貸勘定の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

64,129 711,086 702,974 72,241 90.7 35.0

　（注）　当期発生高、当期回収高には消費税等が含まれております。
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５）商品

品目 金額（千円）

タイヤ・ホイール 745,076

オーディオ・ビジュアル 552,542

オイル・ケミカル 125,537

アクセサリー 245,398

カースポーツ用品 221,567

部品・用品等 441,747

合計 2,331,870

６）貯蔵品

品目 金額（千円）

制服等 2,120

板金・塗装用塗料 1,165

その他 910

合計 4,196

７）敷金・保証金

区分 金額（千円）

建築協力金 291,552

敷金 392,416

店舗保証金 168,526

差入保証金 390,105

合計 1,242,601

②　負債の部

１）支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ピーアンドピー 31,410

合計 31,410

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月 6,855

５月 14,731

６月 4,180

７月 5,644

合計 31,410

２）買掛金
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相手先 金額（千円）

株式会社ナップチェーン 639,473

ダイハツ広島販売株式会社 5,390

西日本三菱自動車販売株式会社 3,626

株式会社スズキ自販広島 2,367

合計 650,859

３）短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社広島銀行 1,065,000

株式会社もみじ銀行 375,000

株式会社福岡銀行 240,000

株式会社山陰合同銀行 213,000

商工組合中央金庫 200,000

株式会社山口銀行 110,000

株式会社伊予銀行 20,000

小計 2,223,000

一年内返済予定の長期借入金 370,120

合計 2,593,120

４）長期借入金

相手先
金額

（うち一年内返済予定額）（千円）

株式会社広島銀行 1,420,090（370,120）　

合計 1,420,090（370,120）　

５）関係会社長期借入金

相手先
金額

（うち一年内返済予定額）（千円）

株式会社ディスモンド 62,000（   －  ）　

合計 62,000（   －　）　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日
３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞　

株主に対する特典 なし

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以

外の権利を有しておりません。

EDINET提出書類

株式会社モンテカルロ(E03298)

有価証券報告書

86/92



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書

　事業年度（第33期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日中国財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年９月７日中国財務局長に提出。

　事業年度（第34期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(3）半期報告書

　（第34期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月27日中国財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成19年６月19日

株式会社モンテカルロ    

 代表取締役社長 森田　映一　殿  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 笠原　壽太郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 世良　敏昭　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社モ

ンテカルロの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

モンテカルロ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成20年６月27日

株式会社モンテカルロ    

 取　締　役　会 　　御　中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 笠原　壽太郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 世良　敏昭　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社モンテカルロの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

モンテカルロ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成19年６月19日

株式会社モンテカルロ    

 代表取締役社長 森田　映一　殿  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 笠原　壽太郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 世良　敏昭　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社モ

ンテカルロの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社モン

テカルロの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成20年６月27日

株式会社モンテカルロ    

 取　締　役　会 　　御　中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 笠原　壽太郎　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 世良　敏昭　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社モンテカルロの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第34期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社モン

テカルロの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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